
ラテンアメリカの大統領制下における大連立
―ブラジルの事例分析を通じて―

新
にい

川
かわ

匠
しょ

郎
お

・舛
ます

方
かた

周
しゅう

一
いち

郎
ろう

《要 約》
本論はラテンアメリカにおける大連立政権の成立について問う。大統領制下の政党間協力は軽視さ

れるトピックであったが，近年では「連立大統領制」に対する研究の見直しが進んでいる。本論は，大

統領制下の連立パターン研究で十分に議論されていない以下の 3 点を検討する。まず，数ある政権形

態のなかでもこれまであまり関心がもたれてこなかった「①大連立」を分析する。また，政権成立にま

つわる条件の効果と比べて問われることが少なかった「②因果の複雑さ・仕組み」について深く検討す

る。以上の点と連動して「③大統領制下の政党間相互作用のモデル」について検討していく。そして本

論では大連立の典型例と位置づけるブラジルの分析を通じて次の仮説を確認する。それは「大統領制・

多党制・二院制によって大連立のメカニズムが働く」という仮説である。ただし，ブラジルの事例で確

認する大連立の条件は，文脈的なメカニズムにより予測される効果とは異なる作用があるとも提起する。
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むすびにかえて―ディスカッション―

は じ め に

本論はラテンアメリカ諸国における幅広い政

党間協力の成立について問うことを出発点とす

る。この幅広い政党間協力のひとつである大連

立政権は，ヨーロッパではドイツで過去に成立

した政権を一例に，議会における多数派をわず

かに超える規模の連立政権とは異なるものとみ

なされる。なぜ議会の多数派として 50 パーセ

ントを超えるためだけなら不必要な政党とも協

力する連立政権が生まれるのか［Volden and

Carrubba 2004 も参照］。この問いは大連立がま

れではなかったヨーロッパで問われるべきであ

る一方，大連立という分析概念それ自体の射程

をヨーロッパのみとするのは恣意的に議論を限

定化しているだろう［Lijphart 2012 を参照］。

ただし，こうした連立の研究はヨーロッパの

事例を中心に行われてきており，議院内閣制の

事例の研究蓄積が多いことも確かである［Laver

and Schofield 1998; Mitchell and Nyblade 2008;

Martin and Vanberg 2015］。一見すれば大半が大
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統領制というヨーロッパとは異なる執政制度を

敷くラテンアメリカ諸国で，大連立にまつわる

ヨーロッパの理論を当てはめる試みは多くの困

難に直面することが容易に想定できるのである。

一方，ラテンアメリカの大統領制に関する古

典的な研究では，議会が承認を行うだけのラ

バースタンプ状態に陥りやすいため，政党の合

従連衡は政策決定過程で重要な意味をもたない

とも評されてきた［Morgenstern and Nacif 2002;

Power 2010 を参照］。だが権力が個人に集中し

ているはずのラテンアメリカ諸国でも，現職の

大統領の一存ですべてが決まるとはかぎらない

ことが明らかになってきた。そこではラテンア

メリカ諸国の政治理解を深めるため，「強い大

統領」と「政党間の連立」の組み合わせで成り

立つ政治構造である「連立大統領制」（coalitional

presidentialism）に注目した研究が増えている
［Amorim Neto 2006; Aleman and Tsebelis 2011;

Hiroi and Renno 2014; Abranches 2018］。ここに

ヨーロッパとラテンアメリカの相違をふまえた

うえで，連立理論の可能性と限界を検討する余

地があると考える。

本論は，なぜラテンアメリカ諸国で大連立が

成立するのかという問いに取り組むことを通じ

て，従来の研究で十分に議論されてこなかった

以下の点を検討する。第 1 に，大連立の成立そ

れ自体についてである。数ある連立パターンの

なかで，大連立は議院内閣制を採用するヨー

ロッパ諸国の個別研究で扱われてきた［たとえ

ば網谷・伊藤・成廣 2014］。幅広い政党間の連立

とは比較研究で取り扱いにくい現象であり，議

会で過半数をわずかに超える連立政権（最小勝

利連合）や議会多数派を掌握していない政権（少

数政権）が第一の分析対象となってきた［ラテン

アメリカの分析では，たとえば Cheibub 2007］。

第 2 に，政党間の協力を規定する条件の相互

作用および因果メカニズムについてである。政

権成立の比較研究では概して，統計手法に基づ

く各種条件の独立効果に焦点を当てた分析が多

かった［Dumont, DeWinter and Andeweg 2011］。

回帰分析を軸とする統計手法では，独立した条

件（X）の結果（Y）に対する効果の大きさがお

もな関心事となる［Seawright 2016, 34-39］。ラ

テンアメリカ諸国の比較研究でも，大統領制と

政党政治の特徴に目を向けることはあったかも

しれない［Mainwaring 1993］。だが，それらは政

権の成立を介して，いかなるメカニズムを働か

せて結果（Y）へ至るのかについて多く議論し

ていなかっただろう。統計手法を補うツールと

して，因果メカニズムの解明に貢献する事例研

究が重要な役割を果たすと考えられるのである。

ここまでの点と連動して第 3 に，先行研究で

は積極的に進めていなかった大統領制下におけ

る大連立の成立を理論的に考察する必要がある。

連立理論は概して現実の連立パターンと整合性

がうまくとれていなかった。そのために主流と

なってきた行為者中心の分析に加えて，行為者

の行動を制約する制度も分析に含める修正案が

出されている［Martin and Vanberg 2015］。だが，

こうした修正案が提示されたとしても，理論か

ら実際の連立メカニズムの複雑性をどのように

とらえるのかという研究課題が解決したわけで

はない［Dumont, DeWinter and Andeweg 2011］。

また数少ないラテンアメリカの大連立の研究で

も［たとえば Meireles 2016］，この点について多

くの関心が向けられてこなかった。いまだ行為

者と制度のあいだの相互作用とそのメカニズム

を精査する余地があると考えている。
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以上の問題意識をふまえて，本論はラテンア

メリカ諸国における大連立のメカニズムへ考察

を加える。結論を先取りすると，本論ではヨー

ロッパの連立研究で述べられてきた多党制およ

び二院制という個々の条件が独立してラテンア

メリカの大連立を説明するものでないことを示

す。ただし本論では，この多党制と二院制の相

互作用が存在するなかでは，大連立の成立に向

けたメカニズムがたとえラテンアメリカ諸国で

あっても働きうると提起する。

本論の構成は以下のとおりである。まずは，

議院内閣制および大統領制下の大連立の概念・

類型について明らかにする。次に，ヨーロッパ

のみならずラテンアメリカでも共有可能なモデ

ル・仮説について探る。これをふまえて，ラテ

ンアメリカ諸国の事例を通じた大連立の仮説の

検証を行う。この手続きから典型事例と特定す

るブラジルの事例研究を通じて，最後に大連立

の条件・メカニズムがいかに働くのかについて

確認する。

Ⅰ 大統領制下の大連立

議院内閣制において政権は直接選出ではなく，

議会における積極的ないし消極的な支持を得る

ことで発足する。政権を成立させるためには公

式であれ非公式であれ，政権が常に議会から多

数派の支持を得なければならない。これに対し

て大統領制では有権者が政権の長（大統領）を

直接選び，大統領が組閣を進める。政権発足の

ために議会の多数派の支持を得る必要はなく，

閣僚の任命も議会構成に必ずしも制約されるこ

とはない。こうした執政制度の違いから，大統

領制と議院内閣制では政党の行動様式が異なる

と予期できる［Clark, Golder and Golder 2013, 503］。

だが近年では大統領制と議院内閣制での多様

性，さらには「政治の大統領制化」に見るよう

な両システムの機能的な類似性が指摘される
［Webb and Poguntke 2007］。これらは，政権が

議会に責任を負う制度設計なのか否かによって，

議会政党にまったく異なる行動様式が生じるだ

ろうという議論へ一石を投じる。また大統領制

と議院内閣制には憲法上で違いがある一方，執

政制度を導入したタイミングや地域によっても

行政府と立法府の関係は規定されるという
［Cheibub, Elkins and Ginsburg 2013］。こうした議

論は，大統領制下の政党の行動様式が議院内閣

制のそれと比べてまったく異なるとはいいきれず，

共通の素地があることを示唆している。本論の

関心に即して述べるならば，議院内閣制であれ

大統領制であれ，政権を作る政党の数・規模は，

行政府の長およびその長を輩出する政党にとっ

て関心事になりうる。具体的に議院内閣制と大

統領制の下では，次の 3 つの政権パターンがこ

れまでの研究のなかで提起されてきた。

まず議院内閣制の下で議会過半数を掌握した

政党の政権，大統領を含む行政府のメンバーが

議会多数派と同じ党派の政権は，どちらも「①

多数派単独政権」とみなされる［たとえば Linz

1990］。次に，議院内閣制で議会の過半数を掌

握するために政党間で協力している政権と，大

統領の政党以外からも入閣者が存在して議会多

数派の支持を得ている政権が，「②多数派連立

政権」という同じ範疇に収められる［Lijphart

2012, 99-100］。さらに議院内閣制で議会の過半

数を掌握せずに作る政権と，大統領が議会多数

派の支持を取り付けることなく作る政権が概し

て「③少数派政権」という状況にあると考えら
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れる［Cheibub 2007］。以上は議院内閣制と大統

領制における①多数派単独政権，②多数派連立

政権，③少数派政権という 3 つのパターンにつ

いて示した。そして大連立は，幅広い政党間協

力であることから「多数派連立政権」の一種と

考えられる。

確かに，大連立とは行為者である政党に焦点

を当てたミクロ政治分析，政治構造に焦点を当

てたマクロ政治分析の両方で使用される包括的

な概念である［Lijphart 2012］。だが近年では，

ミクロレベルでの政党間協力の実践を通じて，

マクロレベルでの大連立の政治構造が形成され

ると指摘されている［Schmidt 2015, 43 も参照］。

この M・シュミットの指摘をふまえると，より

多くの政党を包含しようとする政権を経験的に

とらえて，それがどれほど実践されてきたのか

という点が大連立の特徴を考えるうえで重要と

考えられる［Ganghof 2010 も参照］。

以上から本論では，幅広い政党間協力である

大連立を以下の定義からとらえる。それは，政

党間で協力して議会の多数派として 50 パーセ

ントを超えるためだけなら不必要な政党のメン

バーが含まれている政権という定義である
［Volden and Carrubba 2004］。この定義を基にど

れほど国別で大連立が実践されてきたのかにつ

いて検討する。そこでは，国別での大連立の成

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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表 1 西ヨーロッパ・ラテンアメリカ 2 地域における大連立

西ヨーロッパ ラテンアメリカ
時期 割合 時期 割合

オーストラリア（AUS） 1950～2001 0.13 アルゼンチン（ARG） 1984～2012 0.00
オーストリア（AUT） 1950～2002 0.00 ボリビア（BOL） 1983～2012 0.30
ベルギー（BEL） 1950～2002 0.36 ブラジル（BRA） 1986～2012 0.78
カナダ（CAN） 1950～2000 0.00 チリ（CHL） 1991～2012 0.36
スイス（CHE） 1950～2003 0.89 コロンビア（COL） 1980～2012 0.64
デンマーク（DEN） 1950～2001 0.00 コスタリカ（CRI） 1980～2012 0.00
ドイツ（DEU） 1950～2002 0.30 ドミニカ（DOM） 1997～2009 0.00
フィンランド（FIN） 1950～2003 0.63 エクアドル（ECU） 1980～2012 0.09
フランス（FRA） 1950～2002 0.44 グアテマラ（GTM） 1997～2011 0.00
イギリス（GBR） 1950～2005 0.00 ホンジュラス（HND） 1983～2012 0.00
アイスランド（ISL） 1950～2003 0.09 メキシコ（MEX） 1989～2011 0.00
アイルランド（IRL） 1950～2002 0.00 ニカラグア（NIC） 1998～2006 0.00
イタリア（ITA） 1950～2001 0.47 パナマ（PAN） 1992～2008 0.35
ルクセンブルク（LUX） 1950～1999 0.00 ペルー（PER） 1981～2008 0.00
オランダ（NLD） 1950～2003 0.44 パラグアイ（PRY） 1994～2012 0.12
ノルウェー（NOR） 1950～2001 0.00 エルサルバドル（SLV） 1994～2013 0.00
ニュージーランド（NZL） 1950～2002 0.00 ウルグアイ（URY） 1986～2012 0.00
スウェーデン（SWE） 1950～2002 0.00 ベネズエラ（VEN） 1980～2001 0.00

N = 1019 1950～2005 0.22 N = 419 1980～2012 0.17

（出所）Siaroff［2003］および Meireles［2016］を基に筆者作成。



立頻度を問う。これによって，政党間の合意を

重視する政治であるのかどうかの一端をとらえ

る。以下では，この大連立の定義と頻度を基に

西ヨーロッパ（オーストラリア・カナダ・ニュー

ジーランドを含む）の 18 カ国，およびラテンア

メリカ 18 カ国の特徴を示した（表 1）。

表 1 は議会多数派となるのに余分な政党を含

む政権という指標に基づき，西ヨーロッパとラ

テンアメリカの国別での大連立の頻度を示した

ものである(注1)。両地域の国ともに年単位で政

権の特徴を集計した結果，西ヨーロッパで 22

パーセント，ラテンアメリカで 17 パーセント

という平均値が得られる。議院内閣制がおもな

ヨーロッパのみならず，大半が大統領制を採用

しているラテンアメリカでも，議会多数派にな

るための最小限の協力（いわゆる最小勝利連合）

を超えた事例が少なからず存在しているといえ

る。では，こうしたヨーロッパ・ラテンアメリ

カの双方で見出せる連立パターンに対して，い

かなる説明が与えられるのか。以下では両地域

で共有可能なモデル・仮説を探っていく。

Ⅱ 大連立のモデル・仮説

本論では，西ヨーロッパの事例を通じて展開

してきた連立の理論に着目する［たとえば岡澤

1988 を参照］。この理論では，政権内でのポス

ト配分を最大化するため，政党は議会の多数派

を占めるのに最小限の協力しか行わないという

考えを出発点にする。ただし，この公職を追求

して「最小勝利連合」を目指すというモデルで

は，幅広い政党間協力に基づく大連立を体系的

に説明できない。そのため，先行研究ではなぜ

政党が最小限の多数派をともなう政権を目指さ

ないのか，という問いを基に大連立と関係する

モデルが展開されてきた［Volden and Carrubba

2004］。話を先取りすると本論では，このモデル

のなかでラテンアメリカの事例でも適応可能な

仮説として「二大政党制・多党制」，「一院制・二

院制」という条件が挙げられていることを示す
［Meireles 2016］。ただし後述のように，これらの

条件をラテンアメリカ諸国で実証する先行研究

の試みには不備があった。さらには連立理論で

一般的に述べられる行為者と制度のあいだの相

互作用の可能性についても［Ganghof 2010］，先

行研究では関心が向けられてこなかったことに

ついて指摘する。

では二大政党制・一院制，多党制・二院制の

相互作用を考慮したモデルをラテンアメリカ諸

国でどのように実証できるのか。以下では，こ

の点を検討していく。

1．政党システムに基づく仮説

政党が必要最小限の協力を目指すという選好

は，行為者のあいだでの完全情報ゲームという

前提に基づいている。そのため，情報が不確実

な連立交渉では他党の裏切りを考慮して，議会

多数派になるためだけなら不必要な政党との協

力を志向することも想定されている［Riker 1962,

88］。議会でひとつの政党が多数派になり，も

う一方が少数派となる二大政党制では，そもそ

も多数派になるための連立交渉を必要としない

だろう。しかし多党制の場合は，多数派になる

ための交渉が潜在的な連立相手の増加にともな

い複雑になっていくと考えられるのである。

この二大政党制と比べた多党制に見出せる特

徴，政権交渉の不確実性という大連立の条件は

ヨーロッパの地域に制約されない説明力をもつ
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だろう。実際にラテンアメリカの多国間分析で，

「有効政党数(注2)」という指標から政権交渉の

不確実性について検討されている。そこでは確

かに，議会の有効政党数の増加が規模の大きい

政権に正の効果をもつことが確認されている
［Meireles 2016］。

ただし先行研究の分析のなかで［Meireles

2016］，多党制下の政権交渉の不確実性は厳密

な意味で実証されているとはいえない。これは

大統領政党の議席という統制変数が分析に加

わっていることに起因する。大統領政党の議席

と分析で使われた議会の有効政党数のあいだに

は負の相関（－ 0.61）があったことから，大統領

政党の議席が多ければ交渉する議会政党は少な

くなると考えられる。連立理論の一般的説明か

らすれば，大統領政党の議席が減ることで政権

交渉の不確実性が増加する，つまり規模の大き

い政権を作る必要が生じるはずである。だが分

析では，大統領政党の議席増大が規模の大きい

政権に正の効果をもつことが認められている。

そこでは少なくとも分析のなかで，政党の数に

基づく政権交渉の不確実性仮説を明示的に実証

しているとはいえないのである。この問題から

本論では，多党制の下での条件について有効政

党数を通じて改めて実証する必要があると考え

ている。そこでは以下の仮説をラテンアメリカ

諸国で検討する。

仮説１（多党制・二大政党制）：「議会有効政

党数が増加（減少）するほど，政党間での交渉

の不確実性が増す（減る）ため，保険としての

余計な政党との協力可能性が高まる（低くな

る）」

2．制度に基づく仮説

ここまで述べた仮説は，多党制（二大政党制）に

おける政党間の相互作用に焦点を当てていた。そ

のため，その相互作用を規定するルール・制度を

加味した説明とはいえない。この点について西

ヨーロッパの事例と共に展開してきた連立理論

では，二院制の下では一院制と異なる政党間協

力の論理が働くと提起されている。大連立へ至る

ひとつの道筋は，両院で多数派になることが安定

した議会運営につながると政治家が予期するこ

とで生じるという［Volden and Carrubba 2004］。

この二院制の影響力に注目した仮説は，F・メ

イレーレス（Fernando Meireles）によるラテンア

メリカでの政権の規模に関する分析でも取り上

げられている。この分析では二院制が政権の大

きさに正の効果をもつものの，その統計的な有

意性は確認できなかったという［Meireles 2016］。

だが，この実証手続きでは問題がある。それは，

分析で二院制か否かの二値コードを用いている

点である。連立研究では，すべての二院制が同

様に政党間の交渉に影響を及ぼすのかどうかに

ついて疑問視されている［Eppner and Ganghof

2015］。上院がそもそも立法機関として重要な役

割をもっていなければ，両院で多数派になること

が安定した議会運営につながるという政治家の

予期は生じないとも考えられるのである。

そこで本論では，上院が立法過程でより強い

影響力を及ぼすかどうかを考慮して，一院制・

二院制の条件を再検討する。そこでは J・ゲー

リング（John Gerring）らが 126 カ国の議会の特

徴を比較する際に用いた指標を使って［Gerring,

Thacker and Moreno 2005, 571］，改めて分析して

みる。

この指標は，両院の選挙制度を介した代表の
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類似性（独自性），権限の下院への集中（両院へ

の分散）に着目して，各国における上院の影響

力を 3 段階で測定する(注3)。まず，そもそも一

院制で上院の影響力が皆無である，もしくは上

院の影響力が弱い場合を「0」とする。次に，上

院の影響力がありうるものの類似した代表が選

出される場合に「1」のスコアがあてがわれる。

最後に，上院の影響力がありうるなか，それぞ

れ独自の代表が選出されるケースで「2」がコー

ドされる。本論では，この上院の強さに関する

指標に即して以下の仮説をラテンアメリカ諸国

で検討する。

仮説 2（二院制・一院制）：「上院の影響力が

強い（弱い）ほど，上院の議会構成も考慮する

必要が生じやすい（生じにくい）結果，幅広い

政党間協力の可能性も高まる（低くなる）」

この上院の影響力に注目した仮説とは別に，

ラテンアメリカ諸国で考慮しなければならない

制度的な条件が大統領の権限である。有権者か

ら直接選出された大統領は自ら組閣を行うとい

うのがラテンアメリカ諸国の一般的特徴である。

したがって，最大限の公職追求を行う大統領が

政治権力を独占することも不可能ではない。

ここで権力独占の可能性を捨てきれないもの

の，大統領の権限が強い場合にこそ，議会との

交渉・取引での裏切りを防げるため，大連立の

実現が容易になると指摘されている［Meireles

2016］。この大統領の権限と大連立成立の予想

されるメカニズムは，なぜ大統領にとって大連

立が「可能」であるのかについて説明するかも

しれない。しかしこれは，大統領の所属政党以

外の多くの党がなぜ政権にこぞって参加する

「必要」があるのかを説明していない。大連立

がなぜ「可能」であるのか，そしてなぜ「必要」

であるのか。連立研究では一般的に，両方のロ

ジックを考慮することでこそ現実的な説明を与

えうると提起されている［Junger 2011］。

これをふまえ本論では，大統領の権限の強さ

が大連立の可能性を開くという先行研究でのメ

カニズムを想定する一方，大連立の必要性に関

する次のメカニズムも勘案する。大統領制の下

では，公職および政策実現を追求する各政党に

とって，大統領の近くにいることがより多くの

利益を得るために必要となるだろう。そのため，

大統領の権限が強い場合には，多くの党が政権

へ参画することを志向しやすくなると考えられ

る(注4)。

この大統領の権限の強さに着目した仮説を検

討するうえで本論は，G・ネグレット（Gabriel L.

Negretto）の作成した「0～100」のあいだで推移

する大統領の権限指数を用いる。この指数では，

ラテンアメリカ諸国の憲法を比較，規定されて

いる大統領の議会に関する各種権限（排他的な

財政法案提出権や予算案の拒否権など）が勘案さ

れている［指数の内訳について詳しくは Negretto

2014］。この指数を用いて，本論では以下の大

統領制にまつわる仮説を検討する。

仮説 3（大統領制）：「大統領の権限が強いほ

ど，大統領は議会政党の裏切りを容易に防ぎ

うる，あるいは議会政党にとっては大統領政

府がより魅力的に映るため，幅広い政党間協

力が生じやすくなる」

3．政党システムと制度に基づく仮説

ここまで述べてきた条件のなかで，多党制・
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二大政党制および二院制・一院制に基づく一般

的な条件には，これまで大連立に独立して効果

を及ぼすとみなされて検証が行われてきた［た

とえば Volden and Carrubba 2004］。そしてラテ

ンアメリカでの大連立の応用研究でも，この考

えが踏襲されて実証分析が行われている
［Meireles 2016］。しかし本論では，これら政党

システム・制度に関する条件が独立して影響を

及ぼすとは事前に想定しない。

これは，行為者である政党と制度の相互作用

によって働くメカニズムについて検討を要する

という連立理論での一般的な問題提起に基づく
［Mitchel and Nyblade 2008］。実際に西ヨーロッ

パを中心とした分析で，政党システムの多党制

的な特徴と政党の行動を制約する二院制を中心

とした制度の相互作用によって連立に違いが生

じると実証的に示されている［Ganghof 2010］。

多党制下の政党間交渉における不確実性増大，

それに加えて上院の議会構成を考慮しなければ

ならない状況下では，政治家の安定した政権を

作ろうとする動機がより強まる。つまり幅広い

政権が生じやすくなると予期できる。他方で理

論上では，二大政党制の下で政党間交渉が不要

となり，さらには一院制の下で政党間の競合が

シンプルなものであるならば，大連立を作り出

す理由が失われるとも考えられよう。

これをふまえて，本論のねらいとするラテン

アメリカ諸国における実証分析でも，多党制・

二大政党制および二院制・一院制の条件のあい

だの相互作用について検討する。具体的には，

仮説１と仮説２の指標である有効政党数および

上院の影響力の相互作用を検討することで，以

下の仮説４について考えてみたい。

仮説４（多党制＊二院制／二大政党制＊一院

制）：「上院の影響力がより強い（弱い）とき，

有効政党数が増加する（少なくなる）ことで，

幅広い政党間協力の可能性が一層高まる（減

じる）」

4．統制変数について

ここまで述べてきた連立理論における仮説を

ラテンアメリカを対象として検討する際に，本

論では以下の 3 種類の統制変数を考慮する。

統制変数群１：まず政党間相互作用の上位に

ある要因としてマクロ経済の状況を挙げる。ラ

テンアメリカ諸国での政党間競合の特徴は経済

状況によって規定される部分が大きいと指摘さ

れている［たとえば Kitschelt et al. 2010］。そこで

本論では，この特徴を各国でのインフレ率の変

動からとらえて分析する（『経済状況』）。また，

これと関連してラテンアメリカ諸国は深刻な債

務危機に陥った 1980 年代，それへの対応策を

打ち出した 1990 年代というユニークな時期を

経験している［Roberts 2014］。そのため本論で

は 1980 年代の事例および 1990 年代の事例にダ

ミーコードを割り当て，それぞれ「80 年代」，「90

年代」という変数として統制して分析する(注5)。

統制変数群２：次に，政党間相互作用にかか

わる統制すべき条件として政党の規律という問

題を挙げる。議会の多数派になる最小限の協力

を予測した連立モデルは，各政党が党内では一

枚岩であることを想定していた［Laver and

Schofield 1998］。だが実際の政党「間」での交渉

とは，政党「内」での交渉と連動していること

が少なくない。そこでは議会政党の規律が緩や
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かである場合，より不確実性の高い政党間交渉

が強いられると予測できる。

ただし緩やかな党組織の特徴を体系的に把握

するための指標は，ヨーロッパにせよラテンア

メリカにせよいまだ精査が必要な段階である
［Amorim Neto 2006; Scarrow, Webb and Poguntke

2017 を参照］。そのため，本論では政党の規律

を選挙中・選挙後の状況に即した 2 つの指標か

らとらえる。ひとつ目は非拘束名簿式の選挙制

度である。この選挙制度は立候補者個人への投

票を促すもので，議員の党への帰属意識を減じ

させるという［Carey and Shugart 1995］。そこで

は，下院の選挙制度において「非拘束名簿式」

を用いている国の事例に「1」，用いていない国

の事例に「0」というダミーコーディングを通じ

て，党の規律を分析で加味する(注6)。2 つ目は，

ラテンアメリカ諸国の下院の総議席数という指

標（『議席数』）である。この指標は党の規律と

は直接関係ないものの，総議席数が多いほど各

会派の統制は緩みやすく，各党内の不確実性が

高まるため，政党間相互作用が歪みやすいと考

えられている［Volden and Carrubba 2004］。

これに加えて，政党間相互作用を規定する条

件として議会内会派の分極化についても述べて

おく。最小限の協力を予測するモデルは，公職

を追求する政党を想定したもので，政策実現を

追求する政党の行動について考慮していない。

だが実際には，政党間での政策的な対立（分極

化）によって政党間の相互作用が変わるだろ

う(注7)。この分極化という条件については，

M・コペッジ（Michael Coppedge）による政党の

政策位置スコアを基に，ラテンアメリカ諸国の

それぞれの事例に見る各党のスコアの分散から

とらえる［Coppedge 1997］。

統制変数群３：最後に，ラテンアメリカの大

統領制にまつわる特徴を分析のなかでは統制す

る。第 1 に，大統領の政策的立場が議会政党と

かけ離れている場合，大統領の権限がいくら強

くとも幅広い政党間での協力は難しくなると考

えられる。そこで，この点については「大統領

の政策位置」という変数を設定する。具体的に

は，大統領の政策位置スコアが議会の中位の政

策位置スコアとどれだけ離れているのかについ

て Meireles［2016］が提示したデータを活用し

て検討する。

第 2 に，大統領の個人的な人気が高い場合，

議会政党は協力的になりやすいかもしれない。

だが人気が低い場合には次回選挙を見越して非

協 力 的 に な る と も 考 え ら れ る［Martinez-

Gallardo and Schleiter 2015］。そのため，政策位

置の問題だけでなく，大統領の人気に便乗しよ

うとする政党の行動動機にかかわる条件も統制

する必要がある。もちろん，大統領に便乗して

再選追求の利益を最大化させようとする思惑は，

大統領の再選規定という制度的な制約によって

強まったり，弱まったりするかもしれない。し

かし再選規定がたとえあったとしても，大統領

の人気が当選時にもっとも高く，年を追うごと

に低下するという基本的な特徴は変わらないだ

ろう。ここでは「1～0」のあいだで，年単位で

等間隔に推移する「大統領の任期」という指標

を通じて，人気に便乗しようとする政党の動き

を勘案することにする。

Ⅲ 仮説の確認

以上，3 種類の統制変数について述べた。こ

れらを加味しつつ，多党制・二大政党制および
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二院制・一院制という一般的な連立研究で述べ

られてきた条件について［Volden and Carrubba

2004］，ラテンアメリカ諸国のなかで検討する。

ラテンアメリカの連立政権に関する先行研究で

は，そもそも大連立に対して関心は薄かっただ

ろう［Cheibub 2007］。そのようななかで，政党

制と議院構成に関する条件を検討しようした先

行研究は重要であった［Meireles 2016］。しかし，

これら先行研究の実証分析では，連立理論で提

起されている多党制・二大政党制および二院

制・一院制の相互作用の可能性について考慮さ

れていなかった。そこで本論ではラテンアメリ

カで特徴的な制度設計である大統領制の影響を

勘案しつつ，上述の相互作用について検討する。

これらの仮説は具体的にラテンアメリカの主

要 18カ国の事例から検証する。ここでの説明変

数は，18 カ国の各年のデータから検討する（補

遺・表 1を参照）。他方で，説明する結果（従属変

数）とは幅広い政党間協力となる。そして，この

従属変数は議会多数派になるためだけなら不必

要な政党のメンバーが政権に含まれているかど

うかという「1」と「0」の二値からとらえる（表 1

も参照）。なお本論での分析の前に，各国の大統

領選挙が行われた年のみを取り出して分析も

行っているが，以下で述べる結果と同様のもの

が得られたことをここに付記しておく。

1．分析結果

表 2 は基本モデルと交互作用項を加えた応用

モデルについて，「1」と「0」の二値の従属変数
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表 2 ラテンアメリカ 18 カ国での分析結果（N = 419）

基礎モデル 応用モデル
係数 S.E. Wald Z 係数 S.E. Wald Z

有効政党数 －0.06 0.16 －0.37 －0.44 0.22 －2.01 **
上院の影響力 0.55 0.37 1.52 －1.39 1.06 －1.31
大統領の権限 0.04 0.02 1.63 0.05 0.02 1.99 **

有効政党数 * 上院の影響力 0.51 0.21 2.36 **

経済状況 －0.15 0.13 －1.16 －0.16 0.10 －1.54
80 年代 0.63 0.46 1.35 0.74 0.75 0.99
90 年代 1.28 0.53 2.43 ** 1.19 0.58 2.04 **

非拘束名簿式 －0.84 0.88 －0.96 －1.63 1.07 －1.53
議席数 0.00 0.00 0.99 0.00 0.00 －0.69

議会の分極化 －0.08 0.05 －1.58 －0.08 0.05 －1.70 *

大統領の政策位置 －0.01 0.00 －2.19 ** －0.01 0.00 －2.75 ***
大統領の任期 －0.01 0.30 －0.05 0.01 0.34 0.02

切片 －2.11 2.74 －0.77 －0.11 2.61 －0.04

Pr(＞| Z |)*** ＞ 0.01, ** ＞ 0.05, * ＞ 0.1
（出所）筆者作成。



を勘案するロジスティック回帰分析を通じて検

証した結果である(注8)。なお本論では年ごとの

政権を観測しているため，各事例の独立性に疑

問符をつけうる。そこで国別で事例をまとめ，

頑健標準誤差（cluster-robust standard error）に

ついて考慮した分析結果を示した。

まずは表 2 の基本モデルの分析結果から見て

いこう。ここでは，有効政党数（多党制・二大政

党制）と上院の影響力（二院制・一院制）につい

て統計的な有意性を確認することはできなかっ

た。これは，二院制が政権の規模に影響を及ぼ

すことに疑問符をつける従来の研究結果と整合

的である一方，有効政党数が有意な効果をもつ

という指摘とは非整合的である［Meireles 2016］。

本論のこの実証分析の結果からは次のような知

見を得られる。そもそも多党制・二大政党制お

よび二院制・一院制という西ヨーロッパの事例

を通じて検討が重ねられてきた理論について，

直感的にはラテンアメリカの事例で応用するこ

とは難しいと考えられていただろう。ここでの

分析結果は，その難しさを改めて確認するもの

であったといえる。

その一方で，本論で統制変数として投入して

いた「90 年代」および「大統領の政策位置」と

いう条件は，基本モデルで統計的に有意である

ことを確認できた。一方の「90 年代」の条件か

らは，深刻な債務危機への対応策を模索してい

た 1990 年代に，ラテンアメリカ諸国では幅広

い協力が比較的取り付けやすかったことがうか

がい知れる［Roberts 2014］。

他方，「大統領の政策位置」という条件からは，

大統領の主張がより穏健である場合に，議会政

党間の幅広い協力関係が生じやすくなることが

示されている。これは政権の規模について比較

し た 先 行 研 究 の 成 果 と 整 合 的 で は な い
［Meireles 2016］。ただしラテンアメリカでは，

議会多数派の政権が大統領の中道志向によって

生じて，規模の小さい政権が極端な政策的主張

の大統領の下で生じるとも提起される［Amorim

Neto 2006］。本論の分析では後者を支持する結

果が出たといえる。ただし両者の分析では，大

統領の政策位置が連立交渉にそもそもどういっ

た形で影響を及ぼしていくのか，そのメカニズ

ムの詳細は十分検討されていない。この点は連

立研究で用いられてきたヨーロッパの議院内閣

制の事例と対比させる形で，ラテンアメリカで

の政策的な要因について理解を深めることがい

まだ求められることを示している。

基本モデルの分析ではラテンアメリカ諸国に

おいて，多党制・二大政党制および二院制・一

院制の条件が独立して予測通りの効果をもつの

かどうかについては疑問符をつけうると指摘し

た。だが応用モデルの分析結果からは，従来の

研究が見落としていた点として［Meireles 2016］，

それらの相互作用が連立形成で無視できないこ

とを提起できる。もちろん応用モデルの結果で

は，「大統領制」（大統領の権限）の条件も統計的

に有意であったことから，議院内閣制である

ヨーロッパの国々を対象とした場合とは異なる

条件の重要性が示されたとも解釈できる。とは

いえ，有効政党数と上院の影響力の相互作用が

幅広い政党間協力に正の効果を与えるという西

ヨーロッパの事例・理論から導出した仮説は，

ラテンアメリカを対象とした場合でも残しうる

といえよう(注9)。なお，この推論はたとえ検証

に用いたラテンアメリカの事例のなかで，民主

的な政治体制であるのか疑わしいものを除いて

分析した結果からも同様に行うことができるも
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のである(注10)。

以上からは，多党制・二大政党制および二院

制・一院制の相互作用がラテンアメリカ諸国で

も幅広い政党間の連立に正の効果をもつ可能性

があるという洞察を得た。ただし表 2 の「有効

政党数 * 上院の影響力」を見るだけでは，どう

いった類の相互作用を期待できるのかについて

議論を尽くしていない［方法論的には Brambor,

Clark and Golder 2006 を参照］。この点について

表 2 の応用モデルにおける，有効政党数および

上院の影響力の交互作用項の限界効果をプロッ

トしたものから考察を加える（図 1）。

図 1 は，有効政党数と上院の影響力という条

件がそれぞれもう一方の条件と相互作用する際

の限界効果について示したものである。まず図

1-a からは，上院の影響力が強い（2.0）ときに有

効政党数の限界効果が正である一方，上院の影

響力が皆無ないし弱い（0.0）ときには有効政党

数の限界効果が負であることを見て取れる。こ

の結果からは 2 つの示唆を引き出せる。それは，

①上院がより権限をもっており，有効政党数が

増大している多党制のときに大連立が生じやす

くなる，②ひとつの議会に権限が集中している

一院制のときに，有効政党数が減少している二

大政党制の場合は大連立が生じにくくなる，と

いう 2 つの示唆である。

ただし，この 2 つの示唆のうち②について，

ここでは疑問符をつけるべきである。これは，

図 1-b の二院制の限界効果に関するプロット

から得られる知見である。図 1-b では，有効政

党数が約 5.0 を超えたあたりから上院の影響力

の限界効果が正になることについて示されてい

る。だが二大政党制とみなしうる有効政党数が

2.5 以下の場合［Ganghof 2012］，その負の限界効

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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図 1 応用モデルにおける交互作用項の限界効果

（注）図内の濃い網かけの部分は 95 パーセント信頼区画を，棒グラフは該当する事例の観測事例のなかでの比率につ
いて示している［Berry, Golder and Milton 2012 を参照］。

（出所）筆者作成。



果とは，図中の 0 の点線にかかっていることか

らも，有意なものとみなすことができない。以

上から，図 1-a だけみれば①と②の仮説を残し

うるが，図 1-b も考慮すると，提示できる有効

政党数と上院の影響力の相互作用に関する仮説

は①のみと，より限定的になることがわかる［方

法論的には Berry, Golder and Milton 2012 を参照］。

2．事例間比較

ここまでは多党制と二院制の相互作用に関し

ては，ラテンアメリカ諸国においても幅広い政

党間の連立に正の効果をもつ可能性があること

について確認した。ただし，この確認作業は原

因と結果の関係性に目を向けるものであったた

め，ラテンアメリカで実際に生じる大連立の因

果メカニズムについては踏み込んで議論してい

ない。この点は，先の分析結果から引き出した

仮説と整合的な，多党制と二院制の相互作用を

通じて大連立が成立していると考えられる事例

を中心に据えてさらに検討する必要がある［た

とえば Seawright 2016］。そこでまず，ラテンア

メリカ諸国のうちで，多党制と二院制の条件を

兼ね備えており，大連立が多く成立してきた国

はどれであったのかを確認する（図 2）。

図 2 は，X 軸を有効政党数と上院の影響力の

交互作用項に関する国別平均値，Y 軸を大連立

成立の国別平均値として，先の分析で用いた

データから図示したものである。この図では，

有効政党数が少なく上院の影響力も皆無ないし

弱い場合でも幅広い連立が成立する事例を明示

化できる。具体的には，コロンビア（COL），パ

ナマ（PAN），ボリビア（BOL），エクアドル（ECU）

を挙げることができる。その一方で，二条件の

相互作用の帰結として大連立が成立していると

みなせる事例として，チリ（CHL），パラグアイ
（PRY），そしてブラジル（BRA）を特定できる。

ただし，図 2 のなかでブラジルは有効政党数

と上院の影響力の交互作用項の国別平均値，大

連立成立の国別平均値が他の国と比べて突出し

て高い。そのため，本論で取り上げたラテンア
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（出所）筆者作成。



メリカ諸国のなかでもブラジルは，多党制と二

院制の相互作用に基づく大連立メカニズムを

もっとも予期しやすい事例とみなせる。

3．事例内比較

ブラジルは他国と比べて多党制と二院制の相

互作用が働きやすいと考えられる。一方で，ブ

ラジル国内で常に大連立が生じてきたわけでは

ない。そこで，ブラジルの各大統領期の特徴へ

光を当てつつ，多党制と二院制の相互作用に基

づく大連立メカニズムを検討するうえで有用な

事例の特定を試みる。まずは，先に用いた国際

比較データのなかで，ブラジルにおける有効政

党数の増減と大連立の成立の推移について抽出

してみよう（図 3）。なお二院制のスコアはブラ

ジルで定数となるために割愛して図を作ってい

る。

図 3 は，多党制的な特徴を備えると一般的に

考えられる有効政党数のスコア 5.0 をひとつの

区切りとして［Ganghof 2012］，ブラジルの各大

統領の年ごとでの有効政党数の特徴を図示した。

ここでは横軸で大連立の成立⑴ないし不成立に

ついて，議会多数派となるのに余分な政党を含

む政権か否かという指標を用いて，各年の特徴

を測った結果についても合わせて示している。

この横軸で見出せる，サルネイ（Sarney），コロー

ル（Collor），フランコ（Itamar Franco），カルドー

ゾ（Cardoso），ルーラ（Lula），ルセフ（Rousseff）

という各大統領の任期時に見出せる特徴からは，

大連立のメカニズムを検討するうえで示唆ある

事例を次のように浮き彫りにできる。

まず時系列で最初に位置しているサルネイ
（Sarney）の時期においては，有効政党数が 5.0

を下回っていたものの，大連立が成立してきた

ことが見て取れる。これは本論で予測していた

多党制・二大政党制および二院制・一院制のメ

カニズムと整合的でないかもしれない。しかし

ブラジル民政移管後の最初の政権運営であった

ことを考慮すれば，予測から外れていたとして

も仮説に対する決定的な反証材料とはいえない

だろう。

これと比べたときに，コロール（Collor）の時

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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図 3 ブラジルの各大統領の政権期における分析

（出所）筆者作成。



期は問題が深刻である。確かに，有効政党数が

5.0 を下回っていた 1990 年に大連立が成立して

いないことは，本論でもともと立てていた仮説

と整合的といえるのかもしれない。しかし翌年

に有効政党数が 5.0 を上回り，政党間交渉の複

雑性が高まった状況で，なぜ大連立が成立しな

かったのだろうか。先の分析で上手く扱うこと

ができなかった，大連立を妨げた当時の制約条

件について，コロール政権期の事例では探索し

ておく必要がある。

コロール大統領の後，フランコ（Itamar

Franco）の時期は，有効政党数が 5.0 を上回っ

ているなか，1992～1993 年にかけて大連立を観

測できる。1994 年には大連立が解消されてい

るが，懸念事項であった多党制と二院制の問題

に対処するために，当時は大連立が具体的な選

択肢になっていたとも推論可能だろう。フラン

コ政権はコロール政権期と比べて，本論の仮説

の予測と整合的と考えられるのである。ただし，

この政権はコロール政権後にフランコが副大統

領から昇格して生まれた暫定的なものであった。

大統領制下の大連立の一般的メカニズムを検討

するという本論の目的からすれば，特殊な事例

と位置づけられる。そのため，この政権を本論

で取り上げる優先順位は低くなる。

このフランコ暫定政権に比べて，続くカル

ドーゾ（Cardoso）大統領は選挙を通じて選出さ

れている。他方でフランコの時期と同様，有効

政党数が5.0を上回っていたなか，継続して大連

立が成立してきたことが観測できる。本論で予

想する多党制と二院制のメカニズムを確認する

のに適した事例とみなせるかもしれない。だが

カルドーゾ政権期で注意すべきは，1991 年のコ

ロール政権期，続くフランコ政権期に比べて，

有効政党数の値が約 1.0～1.5 ポイントほど減少

している。図 1 では，国際比較の結果，有効政

党数が約 5.0 を超えたあたりから上院の影響力

の限界効果が正になると指摘していた。そこで

はカルドーゾ政権期に有効政党数のポイントが

下がったことで，大連立成立の可能性もいくば

くか下がっていたとも考えられる。ここにおい

て，カルドーゾ政権期は本論の大連立メカニズ

ムを検討するための事例と位置づけうる一方，

コロール政権期やフランコ政権期と比べ，なぜ

大連立が求められたのかを検討するための事例

ともみなせる。他の多党制下にあったブラジル

の事例と比べて，大連立の成立メカニズムをよ

り一層働かせた促進条件について検討する余地

があるといえよう。

カルドーゾ政権が促進条件の確認という意味

でも示唆をもちうる一方で，ルーラ（Lula）大統

領の時期は大連立メカニズムを確認するために

有用な事例と考えられる。確かに初年度では大

連立でなかったものの，他のブラジルの大統領

期に比べて有効政党数のスコアが上昇している

なか，2004 年以降は大連立が成立してきたこと

が図 3 から見て取れる。この時期の事例とは多

党制と二院制の問題が実際に認識されるなか，

大連立が選択肢になっていたと推察できるので

ある。なお同様の特徴は，続くルセフ（Rousseff）

大統領の時期においても見出せるものの，本論

の国際比較の分析時期は 2012 年までであり，

2011 年にルセフ政権が発足してから終わりま

でを観測できていない。そのため，ここでは注

目する事例として取り上げることはない。

以上，ブラジルの 6 人の大統領の政権期の特

徴を概観するなかで，多党制と二院制の相互作

用に基づく大連立メカニズムを検討するうえで
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有用な事例を浮き彫りにしてきた。そこではブ

ラジルの事例のなかで，多党制と二院制に基づ

く大連立メカニズムの確認にとどまらず，その

メカニズムの制約条件と促進条件も検討できそ

うであるという知見を得ている。具体的に本論

では以下で，①大連立の制約条件を確認するう

えで有用と考えられるコロール政権，②大連立

の促進条件も確認できそうなカルドーゾ政権，

③大連立の因果的仕組みを検討できるルーラ政

権に注目する。

なお注目する 3 人の大統領の政権期とは複数

年をまたぐものであり，それぞれの年に特徴が

あるだろう。ついては以下の事例研究では，ブ

ラジルの各大統領の政権を大まかであるが，「成

立期」，「運営期」，「終焉期」とあらかじめ区別

しておき，年ごとの違いにも注意を払って分析

する。また各政権の誕生から終わりまでの連立

の動態に目を向ける際に，ブラジル国内で時系

列的に蓄積される特徴も無視できないだろう
［Pierson 2004 を参照］。そこで以下の事例分析

では，民政移管後のブラジルの政治制度を概観

した後，多党制と二院制の大連立メカニズム，

およびその他の要因をブラジルの古い大統領か

ら順に検討する。なお，本文の末尾に各大統領

期の連立の構成および規模についての表を付し

ているので，併せて参照されたい（補遺・表 2）。

Ⅳ ブラジルの事例分析

ブラジルの執政制度は大統領制を採用してい

る。国家元首であり行政府の長でもある大統領

は国民による直接選挙で選出される(注11)。ま

た連邦議会は異なる特徴をもった政治家が選出

される（上院と下院で構成される）二院制を採用

している。下院の定員は 513 名で各州とブラジ

リア連邦直轄区から 4 年の任期で非拘束名簿式

比例代表制により選出される。他方で上院の定

員は 81 名で，各州とブラジリア連邦直轄区は

任期 8 年の上院議員を 3 名ずつ選出し，4 年ご

とに各州２名または 1 名の議員が改選となる。

ブラジルの立法過程において，この上院は無視

できない影響力をもつ。これは憲法修正案で両

院の同意が必要になるからだけではない。ブラ

ジルでは法案提出を両院に認めており，最終的

な法案に対する決定はその法案を提出した院に

委ねられるという独特な特徴にも起因する
［Hiroi 2008, 1589-1590］。

こうした憲法上の特徴に加えて，ブラジルで

は政党数の多さも顕著である。しかし全国規模

の勢力を誇る政党でも後述する労働者党（PT）

以外の政党はイデオロギー的な基盤が強固では

なく，党内規律も緩い。その結果，一党のみで

大統領選挙に勝利して，議会の過半数の議席を

獲得することはきわめて難しく，大統領にも連

立与党を形成する他党に配慮した政権運営が求

められる［日本ブラジル商工会議所 2016］。

これら基本的な特徴をともなって民政移管後

のブラジルでは，1985 年 1 月 15 日に国会議員

全員と州議会代表からなる代議員の投票による

間接選挙方式での大統領選挙が実施された。こ

の大統領選挙では，ブラジル民主運動党
（PMDB）と自由戦線（FL）の一部の支持を得た

T・ネーヴェス（Tancredo Neves）が当選した。

だが，ネーヴェスは就任の直後に急逝したため

に，選挙戦を通じて PMDB に鞍替えしていた

サルネイ副大統領が大統領に昇格した。このサ

ルネイの時代に起草されたブラジルの 1988 年

憲法は，大統領に政治的な権限が集中して政策

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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決定に弊害が生じた軍政期を歴史的な教訓にす

るもので，行政府に対する立法府の統制権限を

強めた。その一方でブラジルの大統領は，法律

の起案および国家で成功した法律の一部ないし

全面拒否，予算編成など幅広い権限をもつ。さ

らに政策執行上の強力な手段として法律の効力

をもつ暫定措置（medidas provisórias）とよばれ

る法案提出権が与えられた(注12)。またブラジ

ル憲法には，地方の政治勢力が強い伝統のなか

で地方分権なども規定されることで，州知事だ

けでなく一般に国政のプレーヤーだととらえら

れる連邦議員も，地方勢力のひとつとしてその

地位が認められている。

1．大連立の制約条件

以上のような議会制民主主義の制度が民政移

管後に設計されたものの，当時のブラジルでは

親軍政と反軍政，個人主義と政党指向，国家主

義と市場主義など伝統的な対立軸のなかで，諸

政 策 を 集 約 す る 政 党 が 未 成 熟 で あ っ た
［Kingstone and Power 2008］。政治的有力者を中

心とした個人主義的な政党が力をもちやすく，

小党分裂の傾向も強かったという。こうしたな

か，1988 年憲法の下で初めての大統領選出直接

選挙が 1989 年に実施されている。

⑴ コロール政権の誕生期

1989 年選挙では，軍政期に蓄積した対外債務

や肥大化した公共部門の負担からインフレ・経

済危機に直面するなか，大統領選挙には 22 名

の候補者が乱立していた。他の候補者・政党が

日和見的な離合集散を繰り返すなかで，中央の

政界で無名の政治家であったコロールは政治腐

敗の一掃を掲げ自ら国家再建党（PRN）を結成，

高給取りの公務員を批判するなど政治的な既得

権者に対抗した。ブラジルではもともと，個人

の利益が公共の利益よりも優先されるフィジオ

ロジズモ（利権誘導主義），議員や知事たちが身

内や友人に役職を斡旋するネポティズム（縁故

主義）などが横行していた。これに対してク

リーンなイメージを与えるコロールの選挙キャ

ンペーンは功を奏した。また対抗馬であるルー

ラの急進左派の主張への危機感から保守派・穏

健派の支持を集めることができたこともあり，

1989 年大統領選でコロールは勝利してい

る(注13)。

⑵ コロールの政権運営期

コロールはエリートの利権が優先される既成

政治を打開するために，アウトサイダーとして

国政に登場した。この点は大統領選での勝利に

重要であった一方，連邦議会内においては幅広

い政党間の協力を妨げる原因にもなった
［Weyland 1993］。ブラジルの政治エリートたち

と距離を置くことを目指したコロール大統領は，

所属する PRN，自由戦線党（PFL），そして民主

社会党（PDS）という右派の政党間での少数派

の連立政権を作り上げた（補遺・表 2 を参照）。

だが 1990 年に実施された連邦議会選挙によ

り，最大野党の PMDB は上院で 8 議席，下院

で 108 議席を占めて，両院の議長も担ってい

た(注14)。コロール政権には，前政権から法務大

臣を続投した PMDB 所属の議員もいたが，

PMDB との連立は大統領から承認されず，む

しろ PMDB は議会内の野党派を主導すること

になる。与党連合を結成する三党は，両議会で

議席の過半数を獲得できないまま，コロールが

公約に掲げていた新自由主義的な市場開放路線
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の経済政策を進めた。コロール政権はインフレ

の終息を目指したコロール計画（Plano Collor）

に代表される経済改革を，大統領の暫定措置を

乱発して強引に進めようとしたが上手くいかず，

政府・議会の運営は行き詰まっていったのであ

る［Weyland 2000］。

⑶ コロール政権の終焉期

インフレの終息を目指したコロール計画は逆

にさらなるインフレを生み，政権の経済政策の

失敗が浮き彫りになった。苦境にあったコロー

ル大統領は，1992 年 4 月に省庁改革を通じてブ

ラジル労働党（PTB）と自由党（PL）を与党に引

き込み，政権の基盤拡大を試みた（補遺・表 2 を

参照）。だが，連立与党はあくまで大統領の既

成政党に対抗する戦略に基づくものであった。

両院の議長職と多数の議席を野党 PMDB が占

めるなか，大統領政党と与党連合は議会で影響

力を発揮できなかったのである。

他方で同年 5 月，側近や親族の登用，地元ア

ラゴアス州への資金還流など，大統領の側近，

身内，コロール大統領自身をも巻き込んだ汚職

事件が発覚した。政治エリートに対する不信の

なかでコロールは登場したものの，伝統的な政

治文化から距離を置くことはできなかったとい

えよう。汚職事件発覚の結果，議会は 9 月に大

統領の訴追を検証するために両議院委員会も創

設すると，大統領弾劾プロセスは PMDB が中

心となり進められた。与党連合は，下院だけで

なく上院でも少数派であったことで弾劾プロセ

スは進み，最終的には 12 月に弾劾裁判の開廷

が決定したことで，コロールは大統領の辞任を

表明した。

2．大連立の促進条件

コロール政権が大連立を好まなかった理由は，

ブラジルの既成政治から距離を置いて登場した

ことにあった。一方，二院制と多党制という分

析視点から見れば，コロールのアウトサイダー

としての立ち振る舞いは，下院のみならず上院

も無視できないブラジル議会での多数派形成の

軽視とみなせる。結果的にコロールは両院で支

持が不十分となり，政治的な行き詰まりを招い

た。そして最終的には，コロールは汚職の発覚

と弾劾裁判の開廷とともに退陣した。以下では

コロール政権とは異なり，議会多数派を確保す

ることを目指し，さらには余分な政党のメン

バーをも含めようとしたカルドーゾ政権の事例

へ焦点を移す。

⑴ カルドーゾ政権の誕生期

コロールの辞任にともない，フランコ副大統

領が大統領に昇格して暫定政権を発足させた。

暫定政権下のフランコ大統領は PFL との連立

を維持しつつ，コロール政権期に野党だった

PMDB やブラジル社会民主党（PSDB）とも連

立を結成する（補遺・表 2 を参照）。ただし債務

危機の結果として招いたインフレを食い止める

ことができずにいた。そこでフランコは外務大

臣であったカルドーゾを財務大臣に任命，イン

フレ対策を立案させた。このインフレ抑制のた

めのレアル計画（Plano Real）が評価されて，カ

ルドーゾは PSDB から大統領選への出馬機会

を得た。

この 1994 年大統領選挙で PSDB から出馬し

たカルドーゾの勝利は，ブラジル政党政治のひ

とつの転換点とみなせる。大統領と与党連合と

の関係をめぐる駆け引きにより，カルドーゾ大

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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統領は新自由主義改革を優先する政策位

置(注15)をとったことや，反新自由主義を掲げる

ルーラ率いる PT との競合が常態化したことで，

小党分裂状態だった連邦議会内でのおもな争点

は新自由主義改革の是非に収斂したのである。

この収斂によりブラジルにおいて政党システム

の制度化が促されたと評される［Mainwaring et

al. 2018］。

政党の収斂が幅広い政党間協力を抑制すると

いう大連立の一般的な仮説にしたがえば，民政

移管直後のサルネイ政権期や先述のコロール政

権期と比べ，カルドーゾ政権期は同程度に大連

立を予想できる状況でなかったといえよう。だ

が実際には大統領選で勝利したカルドーゾは，

大統領の権限である人事権と地方自治体に給付

する財政移転などのポークバレル（pork barrel）

を政治的資源として積極的に活用して，地方ボ

スを含む PFL や PMDB などの有力議員を幅広

く閣僚に任命していった。そして，このように

積極的に大連立へ向けて動いたひとつの理由と

して，コロールの少数政権の末路をカルドーゾ

が目の当たりにしていたことを挙げることがで

きるのである。

⑵ カルドーゾの政権運営期

コロール政権期の失敗からカルドーゾは多数

派を作る実利的な連合戦略を練ったのであろう。

このなかで，大連立を目指した理由として当時

のカルドーゾが置かれていた状況も見逃せない。

カルドーゾの PSDB は，1994 年の連邦議会選

挙において右派政党の PFL，PTB との選挙連

合を結成したが，下院議員 182 議席（35.6 パーセ

ント）と過半数に遠く及ばなかった。そこでカ

ルドーゾは大統領選挙に勝利した後に，PFL に

加えて中道政党の PMDB との与党連合を結成

する（補遺・表 2 を参照）。これは大統領政党の

PSDB が両院での過半数掌握に遠く及ばず，政

治運営での不確実性をできるかぎり減らしたい

との思惑に起因するだろう［Raile et al. 2011］。

最大野党であった PMDB は上院で 14 議席，下

院で 107 議席を占めて，下院での議長職を継続

した。また PFL は上院で 11 議席，下院で 89

議席を占めて，政党別で第 3 位となった。カル

ドーゾ政権は，（コロール政権期の教訓でもある）

議会審議での政治的行き詰まりを避けるため，

フランコ政権から継続して PFL と PMDB との

協力を行ったと考えられる。

連立政治の制度化を進めることで政治的な不

安定を克服しようとするカルドーゾ大統領の試

みは政権の一連の政治改革にも見て取れる。

1995 年選挙法では，幅広い公的資金受給の容認

と，現職政治家が選挙戦出馬時に政党に所属す

ることが規定された。これは，脆弱なブラジル

の政党により強固な組織形成を促すものであっ

たという。また政党連合の議会占有率による交

付金や政見放送時間の配分方式が決定したこと

で，アウトサイダーの勝利を防ぐとともに，他

政党との選挙連合を形成しやすくしたとも指摘

される［Mainwaring et al. 2018］。この時期のカ

ルドーゾ政権はさらなる政治改革（大統領再選

禁止規定の撤廃）も検討しており，そのためには

両院で憲法修正に必要な 5 分の３の議席を必要

としていた［Fleischer 2015］。こうしたなか，選

挙制度改革の 1 年後にカルドーゾ大統領は新た

にブラジル進歩党（PPB）を連立に迎え，与党連

合による議席占有率は約 77 パーセントという

最大の規模に達したのである（補遺・表 2 を参照）。

そして続く 1997 年には両院で議長選挙が実
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施された。そこでは下院議長を PMDB が引き

続き務めることになった。その一方で上院議長

には，PFL 党首であり，前回の大統領選挙にお

いて北東部の票集めによりカルドーゾの勝利に

貢献した右派の有力政治家 A・C・マガリャエ

ンス（Antônio Carlos Magalhães）が就任した。

ブラジルの上院議長は非公式的に議会内でもっ

とも議席を獲得する政党から選出されてきた
［Fleischer 2015］。ただし，これは非公式のルー

ルであり，ブラジル経済が回復基調に入るなか，

高い支持率を背景に，当時のカルドーゾ大統領

および所属政党はその慣行を破ることも不可能

でなかったかもしれない。だが多党制と二院制

の問題を抱えるカルドーゾ大統領は慣行を無視

できなかったのだろう。政治改革関連法案を通

過させるためにも上院で最大勢力である PFL

を政権に取り込むことが必要だったと考えられ

るのである。

⑶ カルドーゾ政権の終焉期

こうした政党間での協調を重んじた大統領の

戦略は，第 2 期カルドーゾ政権期でも継続した。

そして，この大連立政権は，任命された閣僚が

恩顧主義のもとで所属する議会政党の支持を調

達することで，安定した政権運営をもたらした

という［Madrid 2003, 159］。ただし，こうした安

定政権に影を落としたのが 1998 年の連邦議員

選挙の結果である。この選挙で PSDB は議席

を増やしたものの，第一党に躍り出たのは PFL

だった。また PMDB が議席数を減らしたこと

で，大統領政党と連立相手の協力関係に変化が

生じることになった。加えて 2000 年前後の世

界的な経済不況にともない，新自由主義の路線

を敷いたカルドーゾ政権の高金利政策や民営化

政策がブラジルでの経済成長の低迷や経済格差

を拡大させたことで，大統領政党の議会内での

影響力が低下していた。さらに 2001 年からの

ブラジルを襲った電力危機で国民に節電を強い

る苦しい社会状況が，カルドーゾ政権に追い打

ちをかけた。

こうしたなかで PT を中心として野党の挑戦

を受けた PSDB は，2002 年大統領選挙・連邦議

員選挙に単独で勝利できる見込みはなかった。

そこで PMDB と再び選挙連合を確認，その見

返りに PMDB から副大統領候補の選出を約束

した。その一方，政権を共同で担ってきた PFL

は与党連合からの離脱という選択肢を選んでい

る。この背景には，上院議員の議員権利はく奪

の投票に際しての不正操作が暴露されて，PFL

のマガリャエスが議員辞職に追い込まれたこと

がある。この事件を通じて PFL は PMDB との

対立を深めると，2001 年に翌年の大統領選挙で

自党の候補者を支援することについて表明した。

ここにおいて第二期カルドーゾ政権は，議会内

で議席の過半数を獲得できない少数政権となっ

たのである（補遺・表 2 を参照）。

3．大連立の「典型的な」メカニズム？

カルドーゾの大連立志向は，二院制と多党制

の下にあったコロール政権期の少数政権の教訓

によって強まっていたと提起した。もちろん，

この大連立への動きには，前節の統計モデルで

は有意性が示されなかったものの，ブラジル研

究ではカルドーゾ大統領の人気・求心力も重要

な要因であったと指摘されている［Hunter 2010,

52 も参照］。この協力者を引きつける要因が働

きえたかもしれない一方，カルドーゾは大連立

に向けて大統領の権限を介在させたポークバレ

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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ルというコストを払っていた。ここにおいて少

数政権に至るカルドーゾ政権の末期とは，コ

ロール政権期の失敗を防ぐべく協力者をつなぎ

とめる大連立のコストをもはや払えない状態で

あったと考えられる［Raile, Pereira and Power

2011 も参照］。では次の大統領はどうであった

のか。2002 年大統領選では，PT が大衆層を中

心とした国民の不満の受け皿となったことで，

PT に所属していたルーラが勝利した。以下で

は，カルドーゾから政権交代を果たしたルーラ

政権期の大連立メカニズムを確認する。

⑴ ルーラ政権の誕生期

1989 年の大統領選挙から PT の大統領候補

として出馬してきたルーラは，4 度目の大統領

選挙で初めて当選した。大統領としてのルーラ

はこれまでの左派ポピュリストとしての政治姿

勢から，新政権の発足当初，急進的な社会改革

を断行するのではないかとの見方が強かった。

しかし，こうした周囲の予想に反してルーラ大

統領は，カルドーゾ大統領が推進した新自由主

義に基づく政治経済運営を踏襲した［Alston et

al. 2016, 126 も参照］。

選挙後の前政権の踏襲の象徴としては，カル

ドーゾ政権期の中央銀行総裁からの推薦を受け

て，社会民主党（PSD）の下院議員だった H・メ

イレーレス（Henrique Meireles）を中央銀行総

裁に任命したことを挙げることができる。ブラ

ジルにおいて中央銀行総裁は他の大臣と同等の

地位をもち，政権の経済政策を運営する重要な

担い手である。この重要なポストを決める過程

で，カルドーゾ政権期の中央銀行総裁が影響力

をもったことは，ルーラ大統領による前政権か

らの転換よりも踏襲という色彩を際立たせた。

他にもルーラ大統領は，選挙活動中に協力関

係だった左派政党に加えて，経営者層と福音派

を支持基盤とする右派政党である自由党（PL）

所属の上院議員 J・アレンカール（José Alencar）

を副大統領に任命した。この PL との連立は，

PT にブラジル最大の工業連盟のひとつである

サンパウロ州工業連盟（FIESP）との和解をも

たらしただけでなく，選挙活動の資金調達や，

テレビ CM 広告の増加など実利的なメリット

を生み出した［Almeida 2006, 271］。

こうした右派政党の取り込み，政治的エリー

トの人気取りを試みる方針への転換は，PT を

支えてきた支持層から「日和見主義」との非難

を受けた。それにもかかわらずカルドーゾ政権

期の政治様式を捨てきれなかった背景のひとつ

としては，PSDB が失った議席を別の小さな政

党が獲得，主要政党への議席の集中が行われな

かった当時の政党システムの破片化があっただ

ろう。2002 年の連邦議会選挙の結果，PT やブ

ラジル共産党（PCdoB）など左派政党が躍進し

て議席の 47 パーセントを獲得し，PT は下院議

会で第一党となった。しかし，ルーラ政権の発

足当初，連邦議会における PT の議席占有率は

17 パーセントと過半数に遠く及ばなかった。

ルーラ政権は，連邦議会で過半数の議席を得る

ために選挙連合時より多くの他政党との連立が

必要であったと考えられる。

対して PT への政権交代により野党となった

PMDB は，上院で PMDB 所属のサルネイ元大

統領が議長に選出されるなど，その存在感を保

持していた。ただし 1998 年に続き 2002 年でも

連邦選挙において両院の議席数を大幅に減らし

ており，議会第一党の地位を PFL に奪われて

いた。ここにおいて党内規律が緩いため大統領
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候補を出せずにいる PMDB には，カルドーゾ

政権期と同様に大統領政党と協力することに利

があったとされる［Hunter 2010］。できるだけ

多くの公職を追求し，党内政治家のパトロネイ

ジを獲得するという動機が，独自の大統領候補

を選出できない内部事情と相まって働いたと考

えられるのである。こうして，ルーラ政権成立

の１年後に PMDB との連立を決定すると，与

党連合の規模は 62 パーセントまで拡大した（補

遺・表 2 を参照）。もちろん 2002 年大統領選挙

において PSDB の候補者を支持した PMDB と

の関係は，政権の発足当初から問題となってい

た。この正式な政権参画の決定には PMDB 内

でも意見が割れ，さらに与党連合では中道政党

の民主運動党（PDT）が反発して離脱するに至っ

ている。

⑵ ルーラ政権の運営期

ルーラ政権の運営期においては，カルドーゾ

政権期以上に政党間の幅広い合意を取りつける

ことに注力している。それは，連立政権を維持

するためのポスト配分の必要性から，省庁数を

意識的に増加させたことに見て取れる。ブラジ

ルではサルネイ政権下で 23 の省庁が設けられ

て以来，省庁の数が増大する傾向にあった。コ

ロール政権では新自由主義改革の一環として政

府のダウンサイジングを行い，省庁の数を 23

から 12 に減らしたものの，2003 年以降のルー

ラ政権から再び増加傾向が顕著となっていた
［たとえば浜口 2013, 313］。カルドーゾ政権期に

はコロール政権期の反省として大連立メカニズ

ムを働かせたという側面があったと指摘した。

対して，カルドーゾ期でもポークバレルが見ら

れたが，ルーラ政権には今まで以上に役職・省

庁を肥大化させることで，大連立メカニズムを

働かせようとする側面があったといえよう。

2005 年には政権の重要閣僚の解任に発展し

た国会議員買収事件等の政治スキャンダルが続

発した。これによって与党連合を組んでいた社

会人民党（PPS）や緑の党（PV）は，与党連合か

ら離脱していた。そこでルーラ政権は，党派的

な違いを越えて右派の急進党（PP）とも連立を

行っている。これは議会内での占有議席数の減

少と翌年の連邦議員選挙を見越して，安定した

連立政権の維持を目指そうとした結果と考えら

れる。

そして，その 1 年後の大統領選では政権 1 期

目での実績と低所得者層向けの現金給付金制度

の効果を強調して，ルーラ大統領は再選してい

る。ただし同年の連邦議員選挙では，労働者党

が両院とも議席を大きく減らした。これは，

ルーラ政権下で元閣僚や有力政治家を中心とし

た贈収賄事件「メンサロン」（Mensalão）が発覚

して，与党への有権者の信頼が低下したことに

起因する。この労働者党の議席数の減退は他の

政党が躍進する契機となり，議会政党の数の増

加，すなわち議会のさらなる破片化が促される

ことになった。この結果としてルーラ連立政権

は，与党連合による議会内での過半数の議席数

を維持するため，さらに新しい複数の政党との

協力が必要になっている［Samuels and Shugart

2010］。また同議会選挙では，PMDB が議席数

を増やし，両院で PMDB 所属議員が議長に選

出されるなど，PMDB が議会での勢力を維持

した。ルーラ大統領は下院のみならず，上院で

の PMDB の影響力の増加に対してもさらなる

目配せを要する状況になっていたと考えられる

のである。
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⑶ ルーラ政権の終焉期

2007 年発足の第 2 期ルーラ政権下では

PMDB などに加えて，連立から離脱していた

PDT や，中道右派のブラジル共和党（PRB）と

も連立を組んだ。これによって，与党連合の議

席占有率は約 69 パーセントまで膨れ上がり（補

遺・表 2 を参照），ルーラ政権は左右の政策位置

にまたがる一層規模の大きなものとなっている
［Hunter 2010; Samuels and Shugart 2010］。ここ

においてルーラ大統領は，大連立を維持するた

めに重要な政策の大臣ポストを連立する政党に

配分していたことを見て取れる。これに対して

大統領のポークバレルを受ける政党側にも，大

統領の政権側につくことが利益を追求するうえ

で魅力的に映っていたのだろう。この点はさら

に，ルーラ大統領が再選したことで，大統領の

行使できる任命権や政策決定権の正当性が確固

となっていたためとも指摘される［Samuels and

Shugart 2010］。

ただし第 2 期ルーラ政権下では，協力する政

党数が拡大することで，さらに政権の政策位置

が中道に向かった［Hunter 2010; Samuels and

Shugart 2010］。両院の議長を担う PMDB を政

権内に取り込んでいたものの，第 2 期ルーラ政

権では，政党間で争点が分かれる法案に関して

は，議会で承認を得ることができない硬直状態

に陥った。具体的には，議員特権が損なわれる

政治改革や，労働者の権利保護が損なわれる可

能性のあった経済開発のための構造改革に対し

て決定に踏み切れなくなっていた。さらに北東

部・北部を中心とした伝統的勢力出身の地方議

員たちのみならず，連立を組む複数政党の議員

からも反発にあうようになった。ルーラ政権期

に顕在化した政府と議会間で生じた膠着の問題

は，ルーラ政権の任期中に解決されることはな

く，次のルセフ政権にもち越されることになっ

たのである。

むすびにかえて
―ディスカッション―

本論は，なぜラテンアメリカ諸国において大

連立政権が成立するのかについて検討すること

を出発点とした。大連立とはヨーロッパ諸国の

個別研究でよく取り上げられる現象であったも

のの，第Ⅰ節「大統領制下の大連立」で示した

ようにラテンアメリカ諸国でも観測事例は少な

くない。そこで第Ⅱ節「大連立のモデル・仮説」

では，西ヨーロッパの事例を基にした連立研究

で述べられてきた大連立の条件を手掛かりに，

そのラテンアメリカ諸国への応用可能性を論じ

た。具体的には多党制・二大政党制および二院

制・一院制の特徴に着目した仮説を取り上げ，

第Ⅲ節「仮説の確認」において実際にラテンア

メリカ 18 カ国で検証している。この結果，多

党制と二院制の相互作用が大連立の成立条件に

なりうるとの知見を得た一方，その相互作用に

よる大連立メカニズムの内実を深くは検討して

いなかった。そこで第Ⅳ節「ブラジルの事例分

析」では，コロール，カルドーゾ，ルーラの 3 人

の大統領におもに焦点を当てて，多党制と二院

制の相互作用と大連立の成立を結びつける因果

関係を検討してきた。

そこではまず，多党制と二院制の相互作用に

よる大連立メカニズムが予期されたものの，実

際には大連立が成立しなかったコロール政権に

注目した。コロールは既成政治を打開するため

にアウトサイダーとして国政に登場した。ブラ
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ジルの伝統的な政治文化に基づくエリートの利

権争いのなかでの，彼の立ち振る舞いは大統領

選での勝利に重要であった。その一方で，彼の

その立ち振る舞いはさまざまな政党がひしめく

議会での幅広い協力を妨げる制約条件にもなっ

た。最終的にはコロール自身も汚職の疑惑がか

けられて弾劾裁判の設置が決定した時点で辞任

したものの，当時は上院と下院において十分な

支持を集められず，大統領の強権だけでは克服

できない政治的な行き詰まりも観測できた。

次に，多党制と二院制のメカニズムを確認す

るうえで有用とみなせた一方，ブラジルの他の

大統領と比較すると，大連立が余計に促されて

いたようにも推察できたカルドーゾ政権の事例

を取り上げた。そこではカルドーゾが多党制と

二院制の下にあったコロール少数政権の失敗を

教訓にしていたと提起した。大連立が促された

のは，当時の多党制と二院制の状況に対してカ

ルドーゾが過敏に反応したためであったと考え

られるのである。ただしカルドーゾの多党制・

二院制への適応行動では，大統領の権限と結び

つくメカニズムも確認できた。具体的には大統

領自身の権限を行使しながら，閣僚任命や連邦

議員へのポークバレルを行い，大連立の成立を

可能にさせるコストを払っていた。これは先行

研究で述べられていたように［Meireles 2016］，

大統領の権限の強さが議会政党の裏切りを防げ

ることを可能にしていた結果かもしれない。た

だしその一方で，公職・政策追求を目指す各党

にとって強い権限の大統領の近くにいることが

より多くの利益を得るために必要であったなか，

その要請に大統領が権限を利用して応えたとも

考えられよう。

最後に，多党制と二院制の相互作用を通じた

大連立の成立メカニズムを確認するうえで有用

な事例として，ルーラ政権に光を当てた。ルー

ラ大統領の就任は左派政権への交代であった一

方で，カルドーゾ政権の実践の踏襲もあったと

指摘した。ただしルーラ期には連立政権維持の

ために，省庁数を意識的に増加させて複数の政

党に閣僚ポストと予算を振り分ける，という大

統領を介した大連立メカニズムの特徴が際立つ

ものであった。そして，この大連立の自己強化

メカニズムというべき現象は結果的に，ルーラ

政権の中道化を促して，争点が分かれる法案に

関しては議会で承認を得られない硬直状態を招

くことになったことも見て取れた。

以上の事例からは一方で，大連立の抑制条件

としてコロール大統領のアウトサイダーとして

の立場，大連立の促進条件としてコロール政権

期の反省を提起できる。前者は，極端な主張を

掲げる大統領の下では政権の規模が小さくなり

やすいという本論の統計分析の結果を裏づけう

る［Amorim Neto 2006 も参照］。そして後者は，

過去の少数政権の失敗という経路依存性に関す

る分析が大連立の研究で必要かもしれないとい

う本論の統計分析では見えなかった示唆をもっ

ている。

こうした抑制条件と促進条件の分析の傍らで，

連立一般の理論から引き出された条件（多党制

と二院制）が，大連立のメカニズムを働かせて

いたこともカルドーゾ政権およびルーラ政権の

事例で垣間見えた。ただし，この多党制と二院

制の相互作用に基づく大連立メカニズムが働き

うる一方で，権限の強いブラジルの大統領の

ポークバレルという役割は無視できなかった。

議院内閣制における首相と比べて，大統領制の

下では大統領に権力が集中しやすい。そこでは，

ラテンアメリカの大統領制下における大連立
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公職・政策追求を試みる各党にとって政権参画

することで得られる利益も，大統領制のほうが

議院内閣制に比べて大きくなりやすいと考えら

れる。本論では，この議会政党が政権につくこ

とを必要として，大統領がそれを許容できたと

き，大統領が自らの強い権限を用いて議会政党

の要請に応えていたことを確認した。ただし，

この大統領の権限仮説を裏づけるメカニズムは，

あくまでも多党制と二院制の相互作用があるな

かで確認したにすぎない。そこでは多党制と二

院制のメカニズムと大統領制のメカニズムを切

り離すことが可能であるのか。それとも多党

制・二院制・大統領制の相互作用こそが本論で

推論しようとした因果関係の本質にあったのか。

さらなる検討の余地があると考えている。

またブラジルの事例を見ていくなかでは，大

連立の実践が制度化されていく過程を見て取れ

た。具体的にはコロール政権期に対する反省，

カルドーゾ政権期の政治様式の踏襲を通じて，

ルーラ政権期に大連立メカニズムがより強く働

いていたと提起した。ただし，この経路依存は

大連立の予測される効果とは別の効果を発揮す

ることになったのではないだろうか。もともと

大連立は，コロール政権に見たような政治の行

き詰まりを防ぐ作用をもっていたかもしれない。

だがブラジルでは大連立の自己強化メカニズム

が働いていたことで，ルーラ政権期に見たよう

に政治の硬直化を促したとも考えられる。

確かに前政権からの継続性という議論は，連

立の一般理論で議論が行われているものである
［Martin and Stevenson 2001 を参照］。そのなか

で大連立が成立（X），その自己強化メカニズム

を通じての大連立成立（Y）という継続性は，ラ

テンアメリカの連立研究に示唆があるかもしれ

ない。ラテンアメリカの研究では，大連立成立
（X）が政治の不安定化（Y）に寄与すると提起さ

れてきた［Hiroi and Renno 2014 を参照］。これに

対して本論では，大連立の成立（X）それ自体が

政治の不安定化（Y）に直結したとは結論づけ

られない。そこではむしろ，大連立が成立（X），

その自己強化を通じての再度の大連立成立
（Y1）という連鎖のなかで，政治の不安定化（Y2）

が生み出されていったと考える。ただし，この

「大連立の逆説」はブラジルの事例内から導い

た仮説である。そこでは，いつ，どのタイミン

グで大連立が逆効果になるのか，もしくは大連

立成立がやはり政治の不安定化に直結するのか。

さらなる検討が必要であるだろう。今後の課題

としたい。

（注 1） 国 の 表 記 は 国 際 標 準 化 機 構
（International Organization for Standardization:
ISO）に よ る 三 文 字 の 略 号 を 用 い て い る

（ISO3166-1 alpha-3）。
（注 2） この指標は，議会政党の実数を数える

ことでは，どの政党が交渉で重要な意味をもっ
ているのかを明らかにしていないという問題か
ら考案されたものである。まず各国の観測事例
ごとで，各議会政党の総議席数に占めている割
合を算出する。次に，それぞれの議席占有率を
二乗して，合計値を算出する。そして，この合計
値を 1 で割ることで議会有効政党数を算出する

［Taagepera 2002］。
（注 3） この 3 段階の指標は，さまざまな地域

を射程に入れた他の二院制の指標よりも包括性
が高い［たとえば Lijphart 2012］。ただし本論で
扱うボリビア，メキシコ，ベネズエラの指数が欠
落するため，ラテンアメリカ諸国の上院に関す
る地域内比較にしたがって追加でコードしてい
る［Llanos and Nolte 2003 を参照］。そこでは，
ボリビアとベネズエラ（1999 年以前）を上院の
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影響力が弱い例「0」，メキシコを影響力が強くな
い例「1」として分類している。なお，上院の重
要性についてはダミー変数を用いて精査するこ
とも考えられるが，ここでは先行研究に基づき 3
段階の特徴をもつひとつの指標として扱ってい
る［Gerring, Thacker and Moreno 2005］。上院
の重要性に関する概念とその測定へのさらなる
考察は，今後の課題としたい。
（注 4） 本論では有権者から直接に選ばれる

大統領とは別に，議会が組閣を行う半大統領制
の効果について想定していない。確かに，大統
領の権限に着目することで議院内閣制・半大統
領制・大統領制の違いは相対的なものになると
指摘される［たとえば Doyle and Elgie 2014］。
だが本論ではシステム間で共通の素地がある一
方，連立パターンに影響を及ぼすシステム別で
の違いもあると想定しているため，半大統領制
を本論の議論に入れていない。今後の課題とし
たい。
（注 5） こうしたマクロレベルの要因のなか

で，ラテンアメリカ諸国の政党間相互作用が制
度化していないことに注目できるかもしれない。
民主制度下の政党政治が未成熟なことで，競合
のパターンも定まりにくいと考えうる。だが，
この制度化を分析するために考案された S・メイ
ンワリングらの指標［Mainwaring and Scully
1995］は，あくまで新党の不参加をとらえるもの
であり，競合パターンの定着を推し量るために
は十分でない。そのため，政党間競合の定着を
そもそも促進する歴史的な要因の検討が行われ
て，国別での政党システムの制度化に関する指
標 が 提 起 さ れ て い る［Kitschelt et al. 2010,
203-205］。ただし，この指標は政党間競合のパ
ターンを説明する政党システムの特徴の背景を
つかむもので，先に挙げた有効政党数と並べて
挙げられる条件でない。以上から本論では，こ
の政党政治の制度化という変数は除外して分析
を行う。なお S・メインワリングらの指数

［Mainwaring and Scully 1995］，ないし H・キッ
チェルトらの指数［Kitschelt et al. 2010］を加味

した 11 カ国・300 事例の分析でも，本論の多国
間分析と大差はなかった。ただしキッチェルト
らの指数を含めた分析では，多重共線性の問題
が大きく，条件の効果を適切に推定していたの
か疑わしかったことも付言する必要がある。
（注 6） ラテンアメリカ諸国の多くは比例代

表制が採用されている一方で，小選挙区制の並
立・併用がなされている国も見て取れる。ここ
では比例代表制を採用している国のなかで，小
選挙区制の有無を問わず，非拘束名簿式を用い
ている場合に「1」をコードしている［Negretto
2014, 74-86 も参照］。なおコロンビアとウルグア
イでは，複数の名簿を選挙で提出することが可
能であった。複数名簿は党の統一的な候補者選
出とは異なる特徴を有していると考えられるた
め，本論ではそれらの観測事例に「0.5」という非
拘束名簿式と拘束名簿式のあいだの中間値を付
した。
（注 7） この分極化が幅広い政党間の連立を

促すのか否かについては議論が分かれる。一方
で，分極化していない求心力の高い議会におい
て幅広い政党間協力は可能になると提起されて
いる［Luebbert 1986］。他方で，分極化している
議会では困難な立法過程となるため，事前に必
要最小限を超えた協力が志向されるとも述べら
れている［Volden and Carrubba 2004］。本論で
は公職追求に基づいた，政党間相互作用の不確
実性に関する仮説を第 1 に検討する。そのため
議会の「分極化」を変数として投入するものの，
統制すべき一因として挙げるにとどまる。また，
ラテンアメリカ諸国ではヨーロッパ諸国と比べ
て社会的亀裂の特性に違いがあると考えられて
いる［たとえば Coppedge 1998］。ついては分極
化が必ずしもヨーロッパの事例と同じメカニズ
ムを働かせるとはかぎらないことも想定してお
く必要がある。
（注 8） 連立研究では，議会内での可能な連立

の組み合わせを数えるという方法がある［たと
えば条件つきロジットに基づく分析，Martin
and Stevenson 2001］。この方法は，事例数を飛
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躍的に増やせる利点がある。だが，現実には想
定し難い連立の組み合わせを勘案しなければな
らない点で問題があるため，本論ではロジス
ティック回帰分析を用いている。
（注 9） 応用モデルでは，VIF の値が多党制

（2.5），二院制（7.0），大統領制（2.0），多党制＊

二院制（12.3）となっている。一般的に，VIF の
値が 10 を超えると多重共線性の疑いがあるとさ
れる。だが，9.8 であるから多重共線性がなく，
10.2 であるから多重共線性があると判断するの
は問題的であるだろう［Brambor, Clark and
Golder 2006 も参照］。そのため本論では，政党
政治の制度化に関するキッチェルトらの指数を
含めた応用モデルの VIF スコア（23.9）を基準に，
多重共線性の強い疑いがあるかどうか判断した

（注 5 も参照）。
（注 10） 具体的には，Polity IV Project の政治

体制に関する± 10 の 21 段階評価の指標（polity
2）で，より民主的であることを意味する「6」以
上の事例のみで同様の分析を行った。このラテ
ンアメリカの主要 18 カ国・376 事例による検証
でも，ほぼ同一の結果が出ている。
（注 11） かつて大統領の任期は 5 年であった

が，1994 年の憲法修正により 4 年に短縮された。
その代わり，1997 年から連続再選が１回だけ認
められている。
（注 12） ただしこの暫定措置は，軍政が多用

した大統領令の名称を変えて厳しい制約を加え
たうえで残したいわば政府-議会関係の妥協の産
物でもある。
（注 13） 対してルーラは，サンパウロ州知事

やリオデジャネイロ州知事を 2 期務めた当時の
政治有力者などからの支持を決選投票では得て
いた。
（注 14） ブラジルの議長選挙は議員間の投票

制を採用し，第一回投票で勝利するには候補者
は投票の絶対多数を獲得する必要がある。その
数に達したものがない場合，投票数の上位２名
のあいだで決選投票が実施される。決選投票で
引き分けの場合，2 名のうち，高齢の候補者が選

出されて，その後，直ちに議長に就任する。
（注 15） カルドーゾ大統領と大統領政党と

なった PSDB のあいだでも政権運営をめぐる意
見が一致していたわけではなかった。党内では
社会民主主義，社会自由主義，保守などを掲げる
党派勢力に分かれていた。当時の PSDB は党内
で社会民主主義を掲げる党派勢力が優位を占め，

「第三の道」を標榜する中道左派政党であった。
しかし 1994 年の大統領選挙と連邦議会選挙を通
じて，大統領と PSDB は政策位置を社会民主主
義よりも新自由主義を優先した［Guiot 2010］。

文献リスト

〈日本語文献〉
網谷龍介・伊藤武・成廣孝編2014.『ヨーロッパのデ

モクラシー 改訂第 2 版』ナカニシヤ出版.
岡沢憲芙 1988.『政党』東京大学出版会.
住田育法・村上勇介 2015.「ブラジルにおける争点

政治による政党政治の安定化と非エリート層
の台頭」村上勇介編『21 世紀ラテンアメリカの
挑戦―ネオリベラリズムによる亀裂を超え
て―』京都大学学術出版会.

浜口伸明 2013.「ブラジルの新自由主義―『幸福
な自由化』はなぜ可能だったか―」村上勇介・
仙石学編『ネオリベラリズムの実践現場―中
東欧・ロシアとラテンアメリカ―』京都大学
学術出版会.

ブラジル日本商工会議所2016.『現代ブラジル事典』
新評論.

〈外国語文献〉
Abranches, Sérgio 2018. Presidencialismo de Coalizão:

Raízes e Evolução do Modelo Político Brasileiro.
São Paulo: Companhia das Letras.

Almeida, A. C. 2006. Por Que Lula? O Contexto e as
Estratégias Políticas que Explicam a Eleição e a
Crise. Rio de Janeiro: Record.

Aleman, E. and G. Tsebelis 2011. “Political Parties

60



and Government Coalitions in the Americas.”
Journal of Politics in Latin America 3(1):1-28.

Alston, L., M. Melo, B. Mueller and C. Pereira 2016.
Brazil in Transition, Beliefs, Leaderships, and
Institutional Change. Princeton and Oxford:
Princeton University Press.

Amorim Neto, O. 2006. “The Presidential Calculus
Executive Policy Making and Cabinet
Formation in the Americas.”Comparative
Political Studies 39(4): 415-440.

Berry, William D., Matt Golder and Daniel Milton
2012. “Improving Tests of Theories Positing
Interaction.”The Journal of Politics 74 (3):
653-671.

Brambor, Thomas, William Roberts Clark and Matt
Golder 2006. “Understanding Interaction
Models: Improving Empirical Analyses.”
Political Analysis 14(1):63-82.

Carey, J. and S. Shugart 1995.“Incentives to
Cultivate a Personal Vote.” Electoral Studies
14(4): 417-439.

Chaisty, Paul, Nic Cheeseman and Timothy J.
Power 2018. Coalitional Presidentialism in
Comparative Perspective: Minority Presidents
in Multiparty Systems. Oxford, U. K.: Oxford
University Press.

Cheibub, A. 2007. Presidentialism, Parliamentalism,
and Democracy. Cambridge: Cambridge
University Press.

Cheibub, A., Z. Elkins and T. Ginsburg 2013.
“Beyond Presidentialism and Parliamentarism.”
British Journal of Political Science 44 (3):
514-544.

Clark, W., M. Golder and S. N. Golder 2013.
Principles of Comparative Politics, 2nd edition.
Washington DC: CQ Press.

Coppedge, M. 1997.“A Classification of Latin
American Political Parties.”Working Paper
224. Notre Dame: Helen Kellogg Institute for

International Studies.
― 1998.“The Dynamic Diversity of Latin

American Party Systems.”Party Politics 4(4):
547-568.

Doyle, D. and R. Elgie 2014.“Maximizing the
Reliability of Cross-National Measures of
Presidential Power.”British Journal of
Political Science 46(4): 731-741.

Dumont, P., L. De Winter and R. Andeweg 2011.
“From Coalition Theory to Coalition Puzzles.”
in Puzzles of Government Formation Coalition
Theory and Deviant Cases. eds. R. Andeweg, L.
De Winter and P. Dumont. New York:
Routledge.

Eppner, S. and S. Ganghof 2015.“Do (weak) Upper
Houses Matter for Cabinet Formation?”
Research & Politics 1: 1-5.

Figueiredo, Angelina Cheibub 2007.“Government
Coalitions in Brazilian Democracy.”Brazilian
Political Science Review 1(2): 182-216.

Fleischer, David 2015.“A Composição e o
Funcionamento de Coligações no Brasil.”Lúcia
Avelar, Antônio Octávio Cintra, org. Sistema
Político Brasileiro: Uma Introdução 3. Rio de
Janeiro: Editora USP.

Ganghof, S. 2010.“Democratic Inclusiveness: A
Reinterpretation of Lijphart’s Patterns of
Democracy.”British Journal of Political
Science 40(3): 679-692.

― 2012.“Resilient Patterns of Democracy: A
Comparative Analysis.” Zeitschrift für
Vergleichende Politikwissenschaft 6 (2):
103-124.

Gerring. J., S. Thacker and C. Moreno 2005.
“Centripetal Democratic Governance: A
Theory and Global Inquiry.” American
Political Science Review 99(4): 567-581.

Guiot, André Pereira 2010.“A Construção da
Ideologia Neoliberal no PSDB (1988-1994).”

ラテンアメリカの大統領制下における大連立

61



ⅩⅣ Encontro Regional da ANUH-Rio Memória e
partimônio: Rio de Janeiro, 19 a 23 de Julho de
2010.［http: //www. encontro2010. rj. anpuh.
org/resources/anais/8/1276606395_ARQUIVO_
AconstrucaodaideologianeoliberalnoPSDB_
1988-1994_.pdf］

Harrell, F. 2015. Regression Modeling Strategies:
With Application to Linear Models, Logistic
and Ordinal Regression, and Survival Analysis.
Wiesbaden: Springer VS.

Hiroi, T. 2008.“The Dynamics of Lawmaking in a
Bicameral Legislature: The Case of Brazil.”
Comparative Political Studies 41 (12):
1583-1606.

Hiroi, T. and L. Renno 2014.“Dimensions of
Legislative Conflict: Coalitions,
Obstructionism, and Lawmaking in Multiparty
Presidential Regimes.”Legislative Studies
Quarterly 39(3): 357-386.

Hunter, W. 2010. The Transformation of the
Workers’ Party in Brazil, 1989-2009.
Cambridge: Cambridge University Press.

Junger, A-C. 2011.“The Rainbow Coalition: a
Surplus Majority Coalition in Finland.”in
Puzzles of Government Formation: Coalition
Theory and Deviant Cases. R. Andeweg, L. De
Winter and P. Dumont. eds. New York:
Routledge.

Kingstone, P. and T. Power eds. 2008. Democratic
Brazil Revisited. Pittsburgh: University of
Pittsburgh Press.

Kitschelt, H., K. Hawkins, J. Luna, G. Rosas and E.
Zechmeister 2010. Latin American Party
Systems. Cambridge: Cambridge University
Press.

Laver, M and N. Schofield 1998. Multiparty
Government: The Politics of Coalition in
Europe. Michigan: The University of Michigan
Press.

Linz, J. 1990.“The Perils of Presidentialism.”
Journal of Democracy 1(1): 51-69.

Lijphart, A. 2012. Patterns of Democracy, 2nd
edition. New Haven, CT and London: Yale
University Press（邦訳は粕谷祐子・菊池啓一
訳『民主主義対民主主義［原著第 2 版］―多
数決型とコンセンス型の 36 カ国比較研究
―』勁草書房 2014）.

Llanos, M. and Nolte, D. 2003.“Bicameralism in the
Americas.”Journal of Legislative Studies 9(3):
54-86.

Luebbert, G. 1986. Comparative Democracy:
Policymaking and Governing Coalitions in
Europe and Israel. New York: Columbia
University Press.

Madrid, R. 2003. Retiring the State: The Politics of
Pension Privatization in Latin America and
Beyond. Stanford, CA: Stanford University
Press.

Mainwaring, S. 1993.“Presidentialism, Multipartism
and Democracy: The Difficult Combination.”
Comparative Political Studies 26(2): 198-228.

Mainwaring, Scott and T. Scully eds. 1995. Building
Democratic Institutions: Party Systems in
Latin America. Stanford: Stanford University
Press.

Mainwaring, Scott, Timothy J. Power and
Fernando Bizzaro 2018.“The Uneven
Institutionalization of a Party System in
Brazil”in Party Systems in Latin America;
Institutionalization, Decay, and Collapse. eds.
Scott Mainwaring, New York: Cambridge
University Press.

Martin, L. and R. Stevenson 2001.“Government
Formation in Parliamentary Democracies.”
American Journal of Political Science 45 (1):
33-50.

Martin, L. and G. Vanberg 2015.“Coalition
Formation and Policymaking in Parliamentary

62



Democracies.”in Routledge Handbook of
Comparative Political Institutions. eds. J.
Gandhi and R. Ruiz-Rufino. New York:
Routledge.

Martinez-Gallardo, C. and P. Schleiter 2015.
“Choosing whom to Trust: Agency Risks and
Cabinet Partisanship in Presidential
Democracies.”Comparative Political Studies
48(2): 231-264.

Meireles, F. 2016.“Oversized Government Coalitions
in Latin America.”Brazilian Political Science
Review 10(3): 1-31.

Mitchell, P. and B. Nyblade 2008.“Government
Formation and Cabinet Type in Parliamentary
Democracies.”in Cabinets and Coalition
Bargaining: The Democratic Life Cycle in
Western Europe. eds. K. Strøm, W. Müller and
T. Bergman. Oxford: Oxford University Press.

Morgenstern Scott and Benito Nacif eds. 2002.
Legislative Politics in Latin America.
Cambridge: Cambridge University Press.

Negretto, G. 2014. Making Constitutions: Presidents,
Parties, and Institutional Choice in Latin
America. Cambridge: Cambridge University
Press.

Pierson, P. 2004. Politics in Time: History,
Institutions, and Social Analysis. Princeton:
Princeton University Press.（邦訳は粕谷祐子
監訳『ポリティクス・イン・タイム―歴史・
制度・社会分析』勁草書房 2010）.

Power, T. 2010.“Optimism, Pessimism, and
Coalitional Presidentialism: Debating the
Institutional Design of Brazilian Democracy.”
Bulletin of Latin American Research 29 (1):
18-33.

Raile, Eric, Carlos Pereira and Timothy J. Power
2011.“The Executive Toolbox: Building
Legislative Support in a Multiparty
Presidential Regime.”Political Research

Quarterly 64(2): 323-334.
Riker, W. 1962. The Theory of Political Coalitions.

New Haven: Yale University.
Roberts, K. 2014. Changing Course in Latin

America: Party Systems in the Neoliberal Era.
Cambridge: Cambridge University Press.

Samuels, D. and M. Shugart 2010. Presidents,
Parties, and Prime Ministers: How the
Separation of Powers Affects Party
Organization and Behavior. Cambridge:
Cambridge University Press.

Scarrow, S., P. Webb and T. Poguntke eds. 2017.
Organizing Political Parties: Representation,
Participation, and Power. Oxford: Oxford
University Press.

Schmidt, M. 2015.“The Four Worlds of
Democracy.”in Complex Democracy: Varieties,
Crises, and Transformations. eds. V. Schneider
and B. Eberlein. Wiesbaden: Springer.

Seawright, J. 2016. Multi-Method Social Science:
Combining Qualitative and Quantitative Tools.
Cambridge: Cambridge University Press.

Siaroff, A. 2000. Comparative European Party
Systems: An Analysis of Parliamentary
Elections since 1945. NY: Garland Publishing.

Taagepera, R. 2002.“Implications of the Effective
Number of Parties for Cabinet Formation.”
Party Politics 8(2): 227-236.

Volden, C. and C. Carrubba 2004.“The Formation
of Oversized Coalitions in Parliamentary
Democracies.”American Journal of Political
Science 48(3): 521-537.

Webb, P. and T. Poguntke 2007. The
Presidentialization of Politics. Oxford: Oxford
University Press（邦訳は岩崎正洋監訳『民主
政治はなぜ「大統領制化」するのか―現代民
主主義国家の比較研究―』ミネルヴァ書房
2014）.

Weyland, K. 1993. “The Rise and Fall of President

ラテンアメリカの大統領制下における大連立

63



Collor and Its Impact on Brazilian
Democracy.”Journal of Interamerican Studies
and World Affairs 35(1):1-37.

― 2000.“The Brazilian State in the new
Democracy.”in Democratic Brazil: Actors,
Institutions, and Processes. eds. P. Kingstone
and T. Power. Pittsburgh: University of
Pittsburgh Press.

〈ウェブサイト〉
Folha de São Paulo, Acervo Folha. https://acervo.

folha.com.br/index.do［2018 年 6 月 17 日アク
セス確認］

Polity IV Project. http: //www. systemicpeace.
org/polity/polity4.htm［2017 年 12 月 11 日ア
クセス確認］

Tribunal Superior Eleitoral. http://www.tse.jus.br
［2017 年 12 月 11 日アクセス確認］

［付記］本論文は，日本国際政治学会 2017 年度研究
大 会（D-5 ラ テ ン ア メ リ カ 分 科 会）お よ び
International Political Science Association Annual
Convention 2018（RC34.06: The Political Parties at
The Crossroads）での報告ペーパーを基にしている。
これらの学会参加者のなかでも，宮地隆廣先生（東
京 大 学）お よ び Fernando Casal Bértoa 先 生

（University of Nottingham）には草案のコメンテー
ターを務めていただいた。またブラジリア大学

（University of Brasília）の研究会で示唆に富む指摘
を頂戴した Adrián Albala 先生にもこの場を借り
て御礼申し上げる。そして最後に，忍耐強く査読を
続けて有益な指摘を多くくださった二人の査読者
に感謝したい。

（新川・上智大学外国語学部特別研究員，舛方・神田
外語大学外国語学部専任講師，2017 年 12 月 26 日
受領，2018 年 12 月 14 日レフェリーの審査を経て
掲載決定）

64



ラテンアメリカの大統領制下における大連立

65

補
遺
・
表
1

統
計

分
析

で
用

い
た

説
明

変
数

の
国

別
で

の
平

均
値

有
効

政
党

数
上

院
の

影
響

力
大

統
領

の
権

限

統
制

変
数

群
1

統
制

変
数

群
2

統
制

変
数

群
3

経
済

状
況

80
年

代
90

年
代

非
拘

束
名

簿
式

議
席

数
議

会
の

分
極

化
大

統
領

の
政

策
位

置
大

統
領

の
任

期
A
RG

3.2
1

1.0
0

59
.66

4.2
6

0.2
1

0.3
4

0.3
4

25
5.9

0
17

.41
14

8.2
0

0.5
9

BO
L

3.9
3

0.0
0

44
.70

3.9
9

0.2
3

0.3
3

0.0
0

13
0.0

0
26

.48
63

.68
0.5

3
BR

A
7.5

4
2.0

0
83

.02
4.6

7
0.1

5
0.3

7
1.0

0
50

7.5
0

13
.21

27
.20

0.5
4

CH
L

3.6
4

2.0
0

75
.10

3.4
3

0.0
0

0.4
9

1.0
0

12
0.0

0
25

.12
8.4

6
0.5

0
CO

L
3.9

0
0.0

0
93

.00
3.6

9
0.3

0
0.3

0
0.5

0
17

6.0
0

17
.31

52
.98

0.4
9

CR
I

2.7
9

0.0
0

27
.70

3.6
9

0.3
0

0.3
9

0.0
0

57
.00

45
.69

11
6.8

0
0.4

9
D
O
M

2.4
8

1.0
0

27
.00

3.5
0

0.0
0

0.2
3

0.3
1

14
7.4

0
16

.11
94

.63
0.5

2
EC

U
7.4

2
0.0

0
86

.30
2.5

0
0.3

8
0.3

5
0.3

5
85

.34
20

.69
40

.77
0.6

5
GT

M
3.7

7
0.0

0
28

.50
3.3

8
0.0

0
0.2

0
0.0

0
10

8.6
0

0.2
8

11
7.5

0
0.4

7
H
N
D

2.1
9

0.0
0

23
.90

3.5
3

0.2
4

0.3
4

0.0
0

12
5.7

0
42

.87
87

.08
0.5

2
M

EX
2.8

5
1.0

0
22

.50
3.6

5
0.0

4
0.4

3
0.0

0
50

0.0
0

34
.99

13
0.4

0
0.4

8
N
IC

2.3
7

0.0
0

31
.30

3.4
7

0.0
0

0.2
2

0.0
0

93
.00

97
.03

12
7.8

0
0.4

7
PA

N
3.6

9
0.0

0
32

.30
3.2

5
0.0

0
0.4

7
0.0

0
71

.41
18

.24
12

1.3
0

0.5
4

PE
R

3.2
8

0.0
0

80
.50

4.3
8

0.3
2

0.3
6

1.0
0

14
9.4

0
21

.36
13

3.3
6

0.5
5

PR
Y

2.8
3

2.0
0

38
.80

3.5
1

0.0
0

0.2
9

0.0
0

80
.00

29
.22

13
0.2

0
0.4

9
SL

V
3.4

0
0.0

0
39

.90
3.3

3
0.0

0
0.3

2
0.0

0
82

.53
56

.59
10

4.6
0

0.5
5

U
RY

3.0
6

0.0
0

70
.48

3.9
1

0.1
5

0.3
7

0.5
0

99
.00

34
.37

72
.56

0.5
3

V
EN

3.0
6

0.0
0

43
.94

3.9
1

0.4
5

0.4
5

0.1
4

19
7.4

0
29

.87
13

9.8
2

0.6
0

（
出

所
）

筆
者

作
成

。

補 遺



66

補遺・表 2 ブラジルにおける与党連合の規模の推移（1988～2010）

大統領 連立期間 連立政党（下線は大統領の所属政党）
与党連合の規模
下院 上院

1 Sarney 1988.10.-1990.3. PMDB-PFL 63% n/a

2

Collor
(選挙連合) 1989 PRN-PFL-PDS 50％＞ n/a

Collor I 1990.3.-1990.10. PRN-PFL 50％＞ 50％＞
Collor II 1990.10.-1991.1. PRN-PFL-PDS 50％＞ 50％＞
Coolor III 1991.2.-1992.4. PRN-PFL-PDS 50％＞ 50％＞
Collor IV 1992.4.-1992.9. PRN-PFL-PDS-PTB-PL 50％＞ 50％＞

3
Franco I 1992.10.-1993.8. PFL-PTB-PMDB-PSDB-PSB 60％ n/a
Franco II 1993.8.-1994.1. PFL-PTB-PMDB-PSDB-PP 60％ n/a
Franco III 1994.1.-1994.12. PFL-PMDB-PSDB-PP 55％ n/a

4

Cardoso
(選挙連合) 1994 PSDB-PFL-PTB：団結・労働・進歩 50％＞ n/a

Cardoso I-1 1995.1.-1996.4. PSDB-PFL-PMDB-PTB 57％ 64％
Cardoso I-2 1996.4.-1998.12. PSDB-PFL-PMDB-PTB-PPB 77％ 90％

Cardoso
（選挙連合） 1998 PSDB-PFL-PPB-PTB-PSD：団結・労働・

進歩 50％＞ n/a

Cardoso II-1 1999.1.-2002.3. PSDB-PFL-PMDB-PTB-PPB 74％ 84％
Cardoso II-2 2002.3.-2002.12. PMDB-PSDB-PPB 50％＞ 50％＞

5

Lula
(選挙連合) 2002 PT-PL-PCdoB-PMN-PCB：ルーラを

大統領へ 50％＞ n/a

Lula I-1 2003.1.-2004.1. PT-PL-PCdoB-PPS-PTB-PDT-PPS-PV 50％＞ 50％＞

Lula I-2 2004.1.-2005.1. PT-PL-PCdoB-PPS-PTB-PPS-PV-
PMDB 62％ 64％

Lula I-3 2005.2.-2005.5. PT-PL-PCdoB-PSB-PTB-PV-PMDB 60％ 59％
Lula I-4 2005.5.-2005.7. PT-PL-PCdoB-PSB-PTB-PMDB 59％ 59％
Lula I-5 2005.7.-2006.12. PT-PL-PCdoB-PSB-PTB-PP-PMDB-PV 69％ 64％
Lula

（選挙連合） 2006 PT-PRB-PCdoB：国民の力 50％＞ n/a

Lula II-1 2007.1.-2007.3. PT-PL/PR-PCdoB-PSB-PTB-PP-PMDB-
PDT-PV-PRB 54％ 62％

Lula II-2 2007.3.-2007.9. PT-PL/PR-PCdoB-PSB-PP-PMDB-
PDT-PV-PRB 68％ 58％

Lula II-3 2007.9.-2010.12. PT-PL/PR-PCdoB-PSB-PP-PMDB-
PDT-PRB 63％ 54％

（注）50％＞は，議会内で与党連合の規模が 50 パーセントに達しておらず，議会で少数派連合であることを示してい
る。なお，各数値は少数第一位を四捨五入して計算している。

（出典）Figueiredo［2007］, Fleischer［2015］などのデータを参考に筆者作成。
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